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JSL児童が「在籍クラスの授業に参加できる」ための支援とは

ー学級担任の視点から 5年生理科を例に—

喜田 都

駿河台大学グロ ーバル教育センター 非常勤講師

ki tami yako20 l 7@gmai 1. com 

概要

本研究は JSL 児童が「在籍クラスの授業に参加できる」ための支援を探ることを目的に小

学 5 年理科の単元を取り上げ JSL 児童の学級担任経験豊富な小学校教諭に非構造化イン

タビューを行なった。 インタビュー 内容はKJ法を援用し分析した。 分析結果から基本他

にすべての時間在籍クラスで授業を受けている JSL 児童でも「入り込み月の支援が必要

で、 日本語の表現のみならず考える過程での支援も必要であると考察し、「取り出しり中

心の制度だけではなく「入り込み」の支援の制度や仕組みも必要であると提言した。

1. はじめに

現在日本の公立小学校には日本語での日常会話が難しい児童や、 日本語でのコミュニケーショ

ンは可能でも在籍クラスの学習活動に取り組むのは困難な児童などがいる。 その多くが外国籍で

あるが日本国籍の児童もいる。 このような児童を指す 言葉として 「JSL 児童」「JSL の子ども」「日

本語指導が必要な児童」などがある。 本稿では「JSL 児童」を用いる。 本稿における JSL 児童と

は日本語が母語でない児童のことであり、 児童とは小学校l年生から6年生の学齢児童を指す。

また学級担任は小学校においてクラスを担任する教諭を指す。 JSL 児童の支援の必要性から国とし

ても対策を講じている。 文部科学省は2001年から2003年にかけて JSL カリキュラムの開発を行

なった。 また2014年には学校教育法施行規則の一部が改正され「特別の教育課程」による日本語

指導が施行されている。

筆者が勤務していた公立小学校には中国籍や中国にルー ツをもつ JSL 児童が在籍していた。学級

担任および国際教室担当教員3として JSL 児童とかかわってい＜中で、 JSL 児童の支援のあり方に

ついて考えるようになった。 編入直後から数ヶ月から1年程度は「取り出し」 による丁寧な日本語

指導や教科の補習等が行われる。 その後日本語でのコミュニケーションがある程度できるようにな

るにつれ、 ほとんどの時間在籍クラスで授業を受けるようになる。 しかし、 在籍クラスで授業を受

けていても、多くの JSL 児童は在籍クラスでの学習活動に問題なく取り組めているとは言えないの

ではないかと感じていた。 本稿では在籍クラスでの学習活動に問題なく取り組めることを「在籍ク

ラスの授業に参加できる」 こととする。 筆者自身、 学級担任の立場であるときは在籍クラスの授業

において JSL 児童にもっと丁寧な支援が必要だと思いながらも30名前後のクラスで日本人児童の

中にも支援が必要な児童はおり、 JSL 児童に対して十分な支援ができていたとは言えない。 また国

際教室担当教員の立場であるときは「取り出し」 による初期日本語指導が終了した JSL 児童の多く

が「在籍クラスの授業に参加できる」にはなっていないだろうと心配しつつも、在籍クラスでの JSL

l 学級担任以外の教員等がJSL児童の在籍クラスに入りJSL児童のそばについて行う支援のこと。

2 在籍クラス以外の校内の教室で学級担任以外の教員が行う個別指達のこと。

3 「取り出し」の指涛をする教貝のこと。「国際教室担当教貝」や「日本諾指涛担当教員」とも言う。 呼称は自治体によって異なる。

3



4



5



6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



第二言語コミュニケーションスキル習得に向けた学習者へのアプローチ 

－ 中学校英語教科書の検証 － 

玉城 本生 

公立大学法人 名桜大学 リベラルアーツ機構 

tamaki@meio-u.ac.jp 

概要 

本稿は、文部科学省検定中学校英語教科書1で設定されているコミュニケーション場面2

が、英語を母語とするものに焦点をあてて構成されていることを明らかにする。教科書

で設定されているコミュニケーション場面数、言語背景が異なる登場人物、その組み合

わせを検証した。その結果、教科書におけるコミュニケーション場面は英語を母語とす

るものを中心に構成されていることが明らかになった。学習者の第二言語習得を促すた

めには、教科書の内容状況を把握した上で、創造的に活用することが求められる。 

1 はじめに 

1.1 研究背景と目的 

今日、世界ではグローバル化が急速に進み、文化面のみならず経済面でも国同士の往来や交流

が盛栄を増し、且つその関係が複雑化してきている。そのような社会情勢を背景に、わが国にお

いても外国人観光客の来日が年々増加傾向にある。さらに、急速に少子高齢化が進み、労働力を

確保するため外国人労働者の受け入れに柔軟に対応する姿勢が増してきた。最近は外国人労働者

数の増加に伴い、どの企業規模においても雇用者数は増えているため、様々な業種や企業の職場

で我々が目にする外国人が増えている（若松、2018）。さらに日本政府は、今後 20万人規模で外

国人労働者の増加を目標に様々な政策を打ち出しているため、これからもますます我々の身近で

働く外国人は増えていくだろうと予想される（若松、2018）。日本人が日常生活の中で在日外国

人や外国人観光客に対峙する場面は日常の風景であり、今後更にその数は増え、同時にコミュニ

ケーションを図る機会も増えていくことは容易に想像できる。そのコミュニケーションを求めら

れる場面で対峙する在日外国人や外国人観光客は世界中から来日しているため、日本語も含め、

互いの母国語を介してのコミュニケーションを図ることは難しい。そのような状況に対応するた

めに、国際共通語としての認識が高まっている英語の運用が必要になってくる。その基礎的な英

語運用能力の習得を目指すべく、これまで以上に学校教育における外国語教育が重要な役割を担

ってくる。まさに喫緊の課題として英語の運用能力の習得が求められている。 

事実、2020年度より全面施行される学習指導要領より小学校 3,4生から外国語活動が必修化さ

れる。それに伴いこれまで外国語活動と位置づけられていた小学校５、6年生の外国語活動が教

科化される。また翌年の 2021 年度より中学校学習指導要領も改訂され、小学校で得た外国語に関

する知識や技能を更に伸長させるべく、現行の学習内容よりも多くの学習量や求められる外国語

運用能力は高まってくる。我が国の外国語教育における目標は、外国語を通じて言語や文化に対

1 平成 28～31年度使用の文部科学省準拠中学校英語教科書 
2 複数名の登場人物で構成されている場面を抽出 
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する理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、コミュニケー

ション能力を育成することである (文部科学省, 2008) 。コミュニケーション能力の育成が重要

な目標とされている。さらに、次期学習指導要領（文部科学省、2017）では、主体的に外国語を

用いてコミュニケーションを図ろうとする態度を養うこと、つまり学校での学びを自らの力に変

え能動的に運用していく能力を習得することが求められているのである。 

日本の学校教育は、文部科学省の学習指導要領に準拠した教科書を主たる教材として成り立っ

ている。学習指導要領は教科指導の目標や内容を大網的に示し、教育課程の編成および指導計画

の作成はその目標・内容が具現化された検定教科書に沿って作成されている (小串, 2011)。その

ような学習指導上の性格を考慮すると、学校教育における教科書の位置づけは非常に重要である。 

本稿は、日本の外国語教育が掲げる目標を達成すべく中学校で行なわれる外国語授業でコミュ

ニケーション能力を育成するためにどのような手立てが必要か、授業を創造する上で主たる教材

である教科書のコミュニケーション設定場面の検証を通して模索していく。そして教科書中のコ

ミュニケーション場面を抽出し、登場人物の構成がどのように設定されているか検証を試みた。

その検証を通してコミュニケーション場面設定が英語を母語あるいは第一言語として使用してい

る者を中心に構成されていることを明らかにすることを目的としている。さらにその結果を踏ま

え、今後の日本の学校における外国語教育での学習動機づけと教科書を関連付けた研究に示唆を

与えることを目指している。 

1.2 国際共通語としての英語 

グローバリゼーションの進展とともに英語使用が広がりを見せているのは紛れもない事実であ

り、その結果として今や英語母語話者よりも英語を第二言語あるいは外国語として使用する人の

数が上回っている。特に英語使用の顕著な拡散がみられるのは、英語を外国語として使用する国々

においてである (Jenkins, 2009)。既述のように、我が国においても外国人労働力の受け入れや

海外からの観光客の急増、国際的な企業間交流の盛行等により、コミュニケーション媒体として

英語を使用する対象はもはや英語を母語あるいは第一言語とする人たちよりも、日本人同様に英

語を外国語として使用する他言語話者同士のコミュニケーションの手段 (共通語) として必要と

されるようになってきた (Jenkins, 2009)。 

2. 先行研究 

2.1 World Englishes 

グローバル化の進展と共に、英語圏のみならず世界では国や文化の違いにより様々な英語が話

されている。そのさまざまな英語をそれぞれ英語の変種 (varieties) として尊重する考え方が

「世界の諸英語 (World Englishes) 」である。世界の英語を 3つのサークルに分類したモデルが

Three circles of World Englishes model (Kachru, 1985) である。Kachru の World Englishes

のモデルによると、米国やイギリスのように英語を第一言語として使用する国を the Inner 

circle (内側の円)、フィリピンやインド等の米国やイギリスの英語母語国によって植民地化され

た歴史に影響を受け、英語を第二言語あるいは公用語として使用する国を the Outer circle (外

側の円) と呼ぶ。そして日本や中国等の英語を外国語として使用する国を the Expanding circle 

(拡大する円) と呼び、英語使用者を 3 つのグループに分けた (図 1)。特に英語使用の顕著な拡

散がみられるのは、英語を外国語として使用する国々である (Jenkins, 2009)。かつて英語話者

は 5百万から 7百万人だと言われていたが、今や世界では 15億から 20億の英語話者がいるとさ
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れている（Clayton & Drummond, 2018）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 外国語学習動機づけとコミュニケーション 

今日、外国語学習動機づけ研究において権威であるとされている概念は Dörnyei (2009) が提

唱する Ideal L2 Self (第二言語を使う理想の自己) という概念である。この概念に基づくと、

英語習得を目指す上で、「理想とする自己 (Ideal L2 Self) 」が「英語が使える自己」だとすれ

ば、その動機とは、現在と理想の自己との間にある相違を埋めようとする行為・欲求であると説

明することができる。 

これまで外国語学習において影響を与えてきたとされる「統合的動機(Gardner,1972)」の概念

によると、外国語学習動機付けにおいて目標言語文化や話者に対する肯定的な態度やその価値観

を自らに統合しようとする態度が重要な要因とされてきた。しかし、現代のグローバル化が進む

世界において、その目標とする英語の言語文化や話者を特定することは困難である（玉城、2017）。

Lamb (2004) は、多くの外国語文化圏の英語学習者は、特定の英語文化圏に統合したいという欲

求は失いつつも、「国際言語」としての英語を身につけたいとする動機が高まっていると指摘す

る。さらに、Yashima（2002）は、英語学習者は特定の言語集団ではなく、その言語を使って「国

際社会」と関わりたいとする動機を有するとしている。つまり、英語を使用する理想の自己 (Ideal 

L2 Self) が国際社会の中でどのように他者とコミュニケーションを図るかということをイメー

ジすることが、英語学習の動機づけに大きな影響を与えるとされている (Yashima, 2009)。 

2.3 中学校学習指導要領 

2.3.1 学習指導要領におけるコミュニケーション能力の育成 

 現行の中学校学習指導要領 (2008) によると、外国語教育における目標は、コミュニケーショ

ン能力の基礎を養うことである。つまり、外国語を通じて実際にコミュニケーションを図ること

を目的としている。さらに、中学校で 2021 年度全面実施される次期学習指導要領（2017）では、

主体的に外国語を用いてコミュニケーションを図ろうとする態度の育成と謳われている。これは、

授業において積極的に外国語を使ってコミュニケーションを図ろうとする態度のみならず、学校

教育外においても、生涯にわたって継続して外国語習得に取り組もうとする態度を養うことを目

標としている（文部科学省、2017）。 

2.3.2 学習指導要領における「発音」の取扱い 

 現行及び次期学習指導要領では、現代の標準的な発音を指導するものとされている。標準的な

発音とは、英語は世界中で広く日常的なコミュニケーションの手段として使用され、その使われ

the 
Expanding 

circle 

the Outer 
circle 

the Inner 
circle 

(e.g. Philippine, Singapore) 

(e.g.USA, UK) 

(e.g. China,  

Russia, Japan) 

図 1: Three circles of World Englishes model (Kachru, 1985) 
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方も様々であり、発音や用法などの多様性に富んだ言語であることを鑑み、特定の地域やグルー

プの人々の発音に偏ったり、口語的すぎたりしない発音のことである。（文部科学省、2008, 2017）。

発音の指導においては、特に日本語との音声の違いに気づかせることが大事であるとされている。 

2.4. 検定英語教科書 

2.4.1 検定英語教科書とコミュニケーション能力 

文部科学省により検定を受けた教科書を主たる教材として、学校の授業で使用することが義務

付けられている
3
。学習指導要領は教科指導の目標や内容を大網的に示し、教育課程の編成および

指導計画の作成はその目標・内容が具現化された検定教科書に沿って作成されていることを鑑み、

教科書編集者によって示された指導計画に沿って、学校での教育課程が編成されているのが実態

である(小串, 2011)。それ故に、教科書の役割は「学習指導に用いられる主たる教材」以上に重

要であると言える（玉城、2017）。コミュニケーション能力は、その言語を実際に使用する経験

（言語活動）によって育成されるものであるため、教科書においては、生徒が実際に英語を使用

しその経験を得る教材が不可欠で、重要な要素として扱われなければならない (小串, 2011)。 

2.4.2 検定教科書と外国語学習動機づけ 

すべての教科書では日本人男女の登場人物がいる。学習者がそれぞれの教科書で学習を進める

上で、その日本人登場人物を自らに照らし合わせ英語を使用する場面をイメージしながら学習を

進めていくよう設定されている。本研究では、コミュニケーション設定場面を通して、その登場

人物がどのような言語環境背景を持つ人とコミュニケーションを図っているのかを調査していく。

そして、その英語話者設定が有効に外国語学習動機づけと結び付けられているかを検証していく。 

2.4.3 検定中学校教科書改訂スケジュール 

 原則 10年毎に学習指導要領が改訂されている（図 2）。2020 年度より小学校から段階的に次期

学習指導要領が全面実施されていく。中学校においては翌年の 2021 年度より次期学習指導要領が

全面実施されその改訂に付随して教科書も改訂される予定である。教科書に関しては原則 4年毎

の改訂であるが、現行の教科書が 2016年度より 2020 年度まで使用されることになり、通常より

も一年長く活用されることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
3学校教育法 第 34 条 小学校においては、文部科学大臣の検定を経た教科用図書又は文部科学省が著作の名義を有する教科用図書

を使用しなければならない。学校教育法 第 49条第三十条第二項、第三十一条、第三十四条、第三十五条及び第三十七条から第

四十四条までの規定は、中学校に準用する。義務教育諸学校教科用図書検定基準 第 2 条この法律において「教科書」とは、小

学校等において、教育課程の構成に応じて組織排列された教科の主たる教材として、教授の用に供せられる児童又は生徒用図書

であって、文部科学大臣の検定を経たもの又は文部科学省が著作の名義を有するものをいう。 

   

図 2：学習指導要領改訂スケジュールとそれに伴う教科書改訂予定の一覧（文部科学省、2016） 
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3 調査方法 

3.1 調査対象 

対象の教科書は 2016(平成 28)年度～2020(平成 32)年度まで 5 年間使用するものとして出版さ

れた文部科学省準拠中学校英語教科書 6社の 1～3 年生用の合計 18冊である。それぞれの教科書

の名称と出版社は以下の通りである。Sunshine (開隆堂)、New Horizon (東京書籍)、Total English 

(学校図書)、New Crown (三省堂)、Columbus 21 (光村図書)、One World (教育出版)である。 

3.2 データの抽出方法 

 それぞれの教科書からコミュニケーション（会話やことばのやりとり）が設定されている場面 

(Lesson, Unit, Program)を抽出し表 1に示した（表 1）。すべての教科書（18冊）から抽出され

た会話場面の総数で 130場面であった。 
 

表 1: 中学校英語教科（6 社）とそれぞれ抽出したコミュニケーション設定場面数 

教科書名 (出版社) 冊数 コミュニケーション場面数 

Sunshine (開隆堂) 1 年, 2 年, 3 年用  3 冊 20 場面 

New Horizon (東京書籍) 1 年, 2 年, 3 年用  3 冊 25 場面 

Total English (学校図書) 1 年, 2 年, 3 年用  3 冊 19 場面 

New Crown (三省堂) 1 年, 2 年, 3 年用  3 冊 22 場面 

Columbus 21 (光村図書) 1 年, 2 年, 3 年用  3 冊 23 場面 

One World (教育出版) 1 年, 2 年, 3 年用  3 冊 21 場面 

 合計   18 冊 130 場面 

 

3.3 データの分類・分析方法 

Kachru (1985) の Three circle of World Englishes モデルを使用して教科書で設定されてい

るコミュニケーション場面の各登場人物を分類した。図 3で示してあるように、英語を母語ある

いは第一言語とする the Inner circle の国  の出身者をⒾ、英語を第二言語あるいは公用語とし

て使用する the Outer circle の国の出身者をⓄ、日本人以外の英語を外国語として使用する the 

Expanding circleの国の出身者をⒺとした。そして、それぞれの場面を次の項目別に割合を算出

し検証を試みた。(1)コミュニケーション場面が設定されている単元数、(2) コミュニケーション

場面が設定されている単元中の登場人物の割合（Ⓘthe Inner circle, Ⓞthe Outer circle, Ⓔ

expanding circle）(3)コミュニケーション場面が設定されている単元の中で日本人とそれ以外の

登場人物を含む場面の数と割合（日本人とⒾthe Inner circle, Ⓞthe Outer circle, Ⓔthe 

Expanding circle）。それぞれの教科書毎に算出した割合を調査結果として表 2-表 7 に示し、教

科書全体（6 社、18 冊）から抽出されたコミュニケーション全場面（130 場面）における割合を

表 8に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

the 
Inner 
circle 

The Expanding 

circle 

※本研究での分類 

 Ⓘthe Inner circle 

英語を母語あるいは第一言語として使用している国(米国、カナダ、オーストラリ

ア等)  
 

 Ⓞthe Outer circle 

英語が第二言語あるいは公用語として広く使用されている国(インド、マレーシア

、ケニア等)   
 

 Ⓔthe Expanding circle (non-Japanese) 

英語を外国語として使用している日本以外の国(中国、韓国、ロシア等)  

図 3: Three circles of World Englishes model (Kachru, 1985) をもとに作成した本研究の分類(玉城, 2017) 

 

The Outer circle 
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4. 調査結果 

4.1 各教科書における調査結果と分析 

4.1.1 Sunshine(開隆堂)のコミュニケーション設定場面構成 

 Sunshine(以下 SNと示す)からは 1年から 3年までの合計 32単元中 20のコミュニケーション設

定場面を抽出し検証した（表 2）。主な登場人物は the Inner circle 所属の国出身者Ⓘのアメリ

カ人、カナダ人、イギリス人、オーストラリア人、the Outer circle 所属の国出身者Ⓞインド人、

そして日本人であった。SN では日本人以外の the Expanding circle に所属する国出身者Ⓔは設

定されていなかった。コミュニケーションが設定されている 20場面は、全て日本人とⒾか、日本

人とⓄのみの組み合わせで、日本人の会話相手としてⒾⓄⒺが一つの場面に混在することは皆無であ

った。さらに、95％（19/20 場面）の場面が日本人とⒾのみのコミュニケーション場面の設定で

あった。SNではⒺの設定がなかったため、日本人を含む Expanding circleに属する国出身者同士の

コミュニケーション場面の設定は確認できなかった。 

 

表 2: Sunshine の全学年・学年別教科書中のコミュニケーション場面における登場人物の出現率と日本人との組み合わせ率 

 (1) 

単元数 

(2)登場人物の割合 (3)日本人と他登場人物の割合 

分類 Ⓘ Ⓞ Ⓔ Ⓘ Ⓞ Ⓔ 

1 年 8 / 11 7 (87.5%) 1 (12.5%) 0 (0%) 7 (87.5%) 1 (12.5%) 0 (0%) 

2 年 7 / 12 7 (100%) 0 (0%) 0 (0%) 7 (100%) 0 (0%) 0 (0%) 

3 年 5 / 9 5 (100%) 0 (0%) 0 (0%) 5 (100%) 0 (0%) 0 (0%) 

合計 20 / 32 19 (95.0%) 1 (5.0%) 0 (0%) 19 (95.0%) 1 (5.0%) 0 (0%) 

 

4.1.2 New Horizon (東京書籍)のコミュニケーション設定場面構成 

 New Horizon (以下 NHと示す)からは 1年から 3年までの合計 27単元中 25 のコミュニケーショ

ン設定場面を抽出し検証した（表 3）。主な登場人物は the Inner circle 所属の国出身者Ⓘのア

メリカ人、カナダ人、the Outer circle所属の国出身者Ⓞのインド人、the Expanding circle

所属の国出身者Ⓔのブラジル人、そして日本人であった。コミュニケーションが設定されている

25 場面中 24 場面で日本人が登場し、日本人が登場しない場面は、ⒾⓄの組み合わせであった。日

本人とⒾのみの組み合わせは全体の 52％（13/25場面）、日本人とⓄのみの組み合わせは全体の 16％

（4/25場面）、日本人とⒺのみの組み合わせは全体の 12％（3/25場面）であった。日本人の会話相手

としてⒾⓄⒺが一つの場面に混在する場面は全体の 20％（5/25場面）であった。 

 

表 3:New Horizonの全学年・学年別教科書中のコミュニケーション場面における登場人物の出現率と日本人との組み合わせ率 

 (1) 

単元数 

(2)登場人物の割合 (3)日本人と他登場人物の割合 

分類 Ⓘ Ⓞ Ⓔ Ⓘ Ⓞ Ⓔ 

1 年 11 / 12 9 (81.8%) 3 (27.2%) 1 (9.0%) 7 (63.6%) 1 (9.0%) 1 (9.0%) 

2 年 8 / 8 6 (75.0%) 5 (62.5%) 0 (0%) 3 (27.2%) 2 (25.0%) 0 (0%) 

3 年 6 / 7 4 (66.6%) 1 (16.7%) 1 (16.7%) 3 (50.0%) 0 (0%) 2 (33.3%) 

合計 25 / 27 19 (76.0%) 9 (36.0%) 2 (8.0%) 13 (52.0%) 3 (12.0%) 3 (12.0%) 
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4.1.3 Total English (学校図書)のコミュニケーション設定場面構成 

 Total English (以下 TE と示す) (学校図書)からは 1年から 3年までの合計 24単元中 19のコ

ミュニケーション設定場面を抽出し検証した（表 4）。主な登場人物は the Inner circle所属の

国出身者Ⓘのアメリカ人、カナダ人、the Outer circle所属の国出身者Ⓞのインド人、そして日

本人であった。the Expanding circle所属の国出身者Ⓔのドイツ人が 2年生の一つの単元のみで登

場する。コミュニケーションが設定されている 19 場面すべてに日本人が登場し、その対話相手は

殆どの場合Ⓘ、Ⓞ、Ⓔのいずれかのみである（73.7％：14/19場面）。日本人の対話相手として、5場

面（26.3％）でⒾ、Ⓞが混在する。日本人とⒾのみの組み合わせは全体の 63.1％（12/19場面）、日

本人とⓄのみの組み合わせは全体の 5.2％（1/19場面）、日本人とⒺのみの組み合わせは全体の 5.2％

（1/19場面）であった。 

 

表 4: Total English の全学年・学年別教科書中のコミュニケーション場面における登場人物の出現率と日本人との組み合わせ率 

 (1) 

単元数 

(2)登場人物の割合 (3)日本人と他登場人物の割合 

分類 Ⓘ Ⓞ Ⓔ Ⓘ Ⓞ Ⓔ 

1 年 9 / 9 9 (100%) 2 (22.2%) 0 (0%) 7 (77.8%) 0 (0%) 0 (0%) 

2 年 7 / 8 5 (62.5%) 2 (25.0%) 1 (12.5%) 4 (57.1%) 1 (14.3%) 1 (14.3%) 

3 年 3 / 7 3 (42.9%) 2 (28.6%) 0 (0%) 1 (33.3%) 0 (0%) 0 (0%) 

合計 19 / 24 17 (89.5%) 8 (42.1%) 1 (5.2%) 12 (63.1%) 1 (5.2%) 1 (5.2%) 

 

4.1.4 New Crown (三省堂)のコミュニケーション設定場面構成 

 New Crown(以下 NCと示す)からは 1年から 3年までの合計 24単元中 22 のコミュニケーション

設定場面を抽出し検証した（表 5）。主な登場人物は the Inner circle所属の国出身者Ⓘのアメ

リカ人、オーストラリア人、イギリス人、the Outer circle 所属の国出身者Ⓞのインド人、the 

Expanding circle 所属の国出身者Ⓔの中国人、そして日本人であった。Ⓔのフランス人が 3年生の

一つの単元のみで登場する。コミュニケーションが設定されている 22場面すべてに日本人が登場

し、その会話相手として 36.4％（8/22場面）の場面でⒾ、Ⓞ、Ⓔが混在し、63.6％（14/22 場面）

の場面でⒾ、Ⓞ、Ⓔのいずれかのみであった。91.7％（22/24場面）でⒾが確認できた。29.1％（7/22

場面）でⒺが確認できた。日本人とⒾのみの組み合わせは全体の 85.7％（12/14場面）、日本人とⓄ

のみの組み合わせは全体の 7.1％（1/14場面）、日本人とⒺのみの組み合わせは全体の 7.1％（1/14

場面）であった。 

表 5: New Crown の全学年・学年別教科書中のコミュニケーション場面における登場人物の出現率と日本人との組み合わせ率 

 (1) 

単元数 

(2)登場人物の割合 (3)日本人と他登場人物の割合 

分類 Ⓘ Ⓞ Ⓔ Ⓘ Ⓞ Ⓔ 

1 年 9 / 9 9 (100%) 1 (11.1%) 4 (44.4%) 5 (55.6%) 0 (0%) 0 (0%) 

2 年 8 / 8 7 (87.5%) 1 (12.5%) 2 (25.0%) 5 (62.5%) 1 (12.5%) 0 (0%) 

3 年 5 / 7 4 (80.0%) 0 (0%) 1 (20.0%) 4 (80.0%) 0 (0%) 1 (20.0%) 

合計 22 / 24 20 (90.9%) 2 (9.0%) 7 (31.8%) 14 (63.6%) 1 (4.5%) 1 (4.5%) 
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4.1.5 Columbus 21 (光村図書)のコミュニケーション設定場面構成 

 Columbus 21 (以下 C21 と示す)からは 1年から 3年までの合計 27単元中 23のコミュニケーシ

ョン設定場面を抽出し検証した（表 6）。主な登場人物は the Inner circle 所属の国出身者Ⓘの

アメリカ人、オーストラリア人、the Expanding circle 所属の国出身者Ⓔの韓国人、そして日本

人であった。C21 の全てのコミュニケーション設定場面において the Outer circle 所属の国出身

者Ⓞの設定は確認できなかった。Ⓔのカンボジア人が 3年生の一つの単元のみで登場する。コミ

ュニケーションが設定されている 23場面中すべてでⒾのアメリカ人が登場し、日本人は 23場面

中 21 場面で登場し確認できなかった場面が 2つあった。過半数の場面（60.8％：14/23場面）で

日本人を含むⒾ、Ⓞ、Ⓔが混在し、30.4％（7/23場面）が日本人とⒾ、Ⓞ、Ⓔのいずれかのみの設

定で、8.6％（2/23場面）は日本人を含まないⒾのみの設定であった。日本人とⒾのみの組み合わせ

は全体の 26.0％（6/23場面）、日本人とⒺのみの組み合わせは 4.3%（1/23場面）確認できた。日本人

とⓄのみの組み合わせは皆無であった。 

 

表 6: Columbus 21 の全学年・学年別教科書中のコミュニケーション場面における登場人物の出現率と日本人との組み合わせ率 

 (1) 

単元数 

(2)登場人物の割合 (3)日本人と他登場人物の割合 

分類 Ⓘ Ⓞ Ⓔ Ⓘ Ⓞ Ⓔ 

1 年 10 / 11 10 (100%) 0 (0%) 7 (70.0%) 1 (10.0%) 0 (0%) 0 (0%) 

2 年 8 / 9 8 (100%) 0 (0%) 5 (62.5%) 3 (37.5%) 0 (0%) 0 (0%) 

3 年 5 / 7 5 (100%) 0 (0%) 3 (60.0%) 2 (40.0%) 0 (0%) 1 (20.0%) 

合計 23 / 27 23 (100%) 0 (0%) 15 (65.2%) 6 (26.0%) 0 (0%) 1 (4.3%) 

 

4.1.6 One World (教育出版)のコミュニケーション設定場面構成 

 One World(以下 OWと示す)からは 1年から 3年までの合計 23単元中 21 のコミュニケーション

設定場面を抽出し検証した（表 7）。主な登場人物は the Inner circle所属の国出身者Ⓘのアメ

リカ人、オーストラリア人、the Outer circle 所属の国出身者Ⓞのシンガポール人、そして日本

人であった。the Expanding circle 所属の国出身者Ⓔ設定はなく、一人も登場しない。Ⓘのイギリ

ス人が 3年生の一つの単元のみで登場する。コミュニケーションが設定されている 21場面すべて

に日本人が登場する。47.6％（10/21 場面）で日本人とⒾのみの場面設定で、52.4％（11/21場面）

で日本人、Ⓘ、Ⓞが混在している。 

 

表 7: One World の全学年・学年別教科書中のコミュニケーション場面における登場人物の出現率と日本人との組み合わせ率 

 (1) 

単元数 

(2)登場人物の割合 (3)日本人と他登場人物の割合 

分類 Ⓘ Ⓞ Ⓔ Ⓘ Ⓞ Ⓔ 

1 年 9 / 9 9 (100%) 3 (33.3%) 0 (0%) 6 (66.7%) 0 (0%) 0 (0%) 

2 年 8 / 8 8 (100%) 6 (75.0%) 0 (0%) 2 (25.0%) 0 (0%) 0 (0%) 

3 年 4 / 6 4 (100%) 2 (50.0%) 0 (0%) 2 (50.0%) 0 (0%) 0 (0%) 

合計 21 / 23 21 (100%) 11 (52.4%) 0 (0%) 10 (47.6%) 0 (0%) 0 (0%) 
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4.2 全教科書（6社）における調査結果 

4.2.1 コミュニケーション場面における登場人物の設定出身国別の割合 

登場人物を国別に見てみると(表 8)、the Inner circle 所属の国出身者Ⓘの設定は４カ国の人

物である。その中で唯一アメリカ人（60.0％：78/130 場面）が 6社すべての教科書に登場している。

続いてオーストラリア人（20.8％：27/130場面、イギリス人（6.9％：9/130 場面）の 5社、カナ

ダ人（19.2％：25/130場面）の 3社となっている。ただし、イギリス人は 3 社の教科書において 1

単元のみの登場なので頻出する主な登場人物には数えていない。実際、2社の教科書でしか 2つ

以上の単元で登場していない。the Outer circle所属の国出身者Ⓞの設定は 2カ国からの人物で

ある。インド人（13.8％：18/130場面）が 4社、シンガポール人（8.5％：11/130場面）が 1社の

教科書で登場している。C21 におけるコミュニケーション場面ではⓄの設定は確認できなかった。

Expanding circle所属の国出身者Ⓔは 6カ国の登場人物が確認できた。韓国人（10.8％：14/130

場面）、中国人（4.6％：6/130場面）、カンボジア人（0.7％：1/130 場面）、ブラジル人（2.3％：

3/130 場面）、フランス人（0.7％：1/130場面）、ドイツ人（0.7％：1/130 場面）である。中でも

カンボジア人、フランス人、ドイツ人は、1つの教科書の 1単元のみの登場で、主な登場人物に

は数えていない。また 6社中 2社の教科書（SNと OW）ではⒺの設定は確認できなかった。 

 

表 8：全教科書及び教科書別のコミュニケーション場面における国別登場人物一覧とその割合 

 

 

4.2.2 教科書全体（6社）におけるコミュニケーション設定場面構成 

 中学校英語教科書 1年用から 3年用までの全 18 冊において、合計 157単元中 130 のコミュニケ

ーション設定場面を抽出し検証した（表 9）。the Inner circle所属の国出身者Ⓘの登場人物

（91.5％：119/130場面）は、アメリカ人、オーストラリア人、カナダ人、イギリス人であった。

the Outer circle所属の国出身者Ⓞ（23.8％：31/130 場面）の登場人物はインド人、シンガポー

ル人であった。the Expanding circle 所属の国出身者Ⓔ（20.0％：26/130 場面）は、韓国人、中

国人、カンボジア人、ブラジル人、フランス人、ドイツ人が登場した。中でもカンボジア人、フ

ランス人、ドイツ人は、1 つの教科書の 1単元のみの登場で、複数単元に登場する主な登場人物

アメリカ イギリス オーストラリア カナダ インド シンガポール 韓国 中国 カンボジア ブラジル フランス ドイツ

SN

２０場面

65%

(13/20)

5%

(1/20)

10%

(2/20)

25%

(5/20)

5%

(1/20)

0%

(0/20)

0%

(0/20)

0%

(0/20)

0%

(0/20)

0%

(0/20)

0%

(0/20)

0%

(0/20)

NH

２５場面

36%

(9/25)

4%

(1/25)

8%

(2/25)

36%

(9/25)

36%

(9/25)

0%

(0/25)

0%

(0/25)

0%

(0/25)

0%

(0/25)

12%

(3/25)

0%

(0/25)

0%

(0/25)

TE

１９場面

42.1%

(8/19)

10.5%

(2/19)

0%

(0/19)

57.9%

(11/19)

31.6%

(6/19)

0%

(0/19)

0%

(0/19)

0%

(0/19)

0%

(0/19)

0%

(0/19)

0%

(0/19)

5.3%

(1/19)

NC

２２場面

40.9%

(9/22)

18.2%

(4/22)

45.5%

(10/22)

0%

(0/22)

9.1%

(2/22)

0%

(0/22)

0%

(0/22)

27.3%

(6/22)

0%

(0/22)

0%

(0/22)

4.5%

(1/22)

0%

(0/22)

C21

２３場面

100%

(23/23)

0%

(0/23)

8.7%

(2/23)

0%

(0/23)

0%

(0/23)

0%

(0/23)

60.9%

(14/23)

0%

(0/23)

4.3%

(1/23)

0%

(0/23)

0%

(0/23)
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には数えていない。C21ではⒾのみのコミュニケーション場面が 2つ確認できた。一つは 3人の

アメリカ人の場面、もう一つはアメリカ人とオーストラリア人の組み合わせであった。また NH

でも日本人を含まない場面が一つ確認できた。その場面はカナダ人とインド人のⒾとⓄ組み合わ

せであった。 

 

表 9:全教科書中のコミュニケーション場面における登場人物の割合 

 (1) 

単元数 

(2)登場人物の割合 (3)日本人と他登場人物の割合 

Ⓘ Ⓞ Ⓔ Ⓘ Ⓞ Ⓔ 

SN 20 / 32 19 (95.0%) 1 (5.0%) 0 (0%) 19 (95.0%) 1 (5.0%) 0 (0%) 

NH 25 / 27 19 (76.0%) 9 (36.0%) 3 (8.0%) 18 (72.0%) 8 (32.0%) 2 (8.0%) 

TE 19 / 24 17 (89.5%) 8 (42.1%) 1 (5.2%) 12 (63.1%) 1 (5.2%) 1 (5.2%) 

NC 22 / 24 20 (90.9%) 2 (9.0%) 7 (31.8%) 14 (63.6%) 1 (4.5%) 1 (4.5%) 

C21 23 / 27 23 (100%) 0 (0%) 15 (65.2%) 6 (26.0%) 0 (0%) 1 (4.3%) 

OW 21 / 23 21 (100%) 11 (52.4%) 0 (0%) 10 (47.6%) 0 (0%) 0 (0%) 

合計 130 / 157 119 (91.5%) 31 (23.8%) 26 (20.0%) 79 (60.8%) 11 (8.5%) 5 (3.8%) 

 

4.2.3 コミュニケーション場面における日本人とその相手となる外国人の構成 

全ての教科書で男女日本人の登場人物がおり、ほぼ全てのコミュニケーション場面で登場する

（97.7％：127/130場面）。３つのみ日本人を含まない場面を確認した。日本人とⒾのみの組み合わせ

は全体の 60.8％（79/130場面）で、コミュニケーション場面全体の 6割以上を占める。日本人とⓄの

みの組み合わせは全体の 8.5％（11/130場面）、日本人とⒺのみの組み合わせは全体の 3.8％（5/130

場面）であった。 

4.3 調査結果のまとめ 

すべてのコミュニケーション設定場面の 91.5％（119/130 場面）で the Inner circle 所属の国

出身者Ⓘが含まれていることを踏まえて、本稿で明らかにしようとした「教科書中のコミュニケ

ーション設定場面が英語を母語あるいは第一言語として使用している者を中心に構成されている」

ことを検証すると、そのような構成になっていることが明確であるということが示された。さら

に、これらの教科書を使用して英語を学習するものにとって、その言語を介して、the Outer circle

所属の国出身者Ⓞ（23.8％：31/130 場面）や the Expanding circle所属の国出身者Ⓔ（20.0％：

26/130 場面）とのコミュニケーションでも使用できる言語であるというイメージを持てるような

構成になっているとは言い難い。特に、日本と同様に英語を外国語として使用したり学んだりし

ているⒺとのコミュニケーション場面の設定は 3.8％（5/119 場面）しか確認できなかった。教科

書によってはⒺの設定は皆無であり、教科書では英語を外国語として使用するもの同士のコミュ

ニケーションをイメージすることは容易ではない。 

 

5 結論と示唆 

今回の調査結果をまとめると次のとおりである。 

一つは、中学校英語教科書中のコミュニケーション場面は英語を母語とする者及び英語を第一

言語として使用する者を中心に構成されている。調査結果が示すように、全コミュニケーション

分類 

教科書 
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設定場面の 91.5% (119/130 場面) に英語を母語あるいは第一言語として使用する者が登場し、さ

らに 60.8％（79/130 場面）の場面が日本人と英語を母語あるいは第一言語として使用する者のみ

で構成されている。これは英語という言語は英語母語話者とのコミュニケーションに使用する言

語であるというイメージを強くしている。言い換えれば、英語を第二言語あるいは公用語として

使用する国や、日本と同様に英語を外国語として使用したり学んだりする国出身者とのコミュニ

ケーションで使用する言語としても活用できると認識するのは容易ではない。 

二つ目は、教科書中のコミュニケーション場面に登場する人物設定は、世界にはさまざまな英

語の変種があり、それぞれを一つの言語としてその存在を尊重しようとする World Englishes 

(Kachru, 1985) の考えが反映されていない。学習指導要領（文部科学省、2008）では、外国語を

通じて言語自体やその背景にある文化に対する理解を深めることが重要であると謳われている。

次期学習指導要領（文部科学省、2017）でも、英語の学習を通して、自国も含め世界の人々やそ

の背景にある文化に対する関心を高め、理解を深めようとする態度の育成が必要であるとされて

いる。更に、現代世界において様々な国や地域で使用されている英語の広まりを考えたとき、日

常的に英語を使用する人とは異なる英語に触れる機会をもつことは、生徒にとって重要である（文

部科学省、2017）、とも記されている。教科書中に登場する英語を第二言語あるいは公用語として

使用する国としてインドとシンガポール出身者の設定が確認できた。しかしこの二カ国のみの設

定でマレーシア、フィリピン、ナイジェリアなどの存在はなく、英語を第二言語あるいは公用語

として使用する国々に対する理解を深めようとする際には、その観点は限定的である。それぞれ

の国で使用する英語の特徴的な表現等が全く触れられていない。しかも教科書中では、そのよう

な国出身者は全コミュニケーション場面の 23.8％（31/119 場面）にしか登場せず、日本人とのコ

ミュニケーション場面設定も 8.5％（11/119 場面）しか確認できなかった。英語を母語あるいは

第一言語として使用する者と比較すると、教科書中では明らかにその存在は薄いと言わざるを得

ない。 

三つ目に、英語を母語あるいは第一言語として使用する者としての編成が、アメリカ人を中心

に行なわれている。教科書ではアメリカ、オーストラリア、カナダ、イギリスの 4カ国の人物が

設定されている。その中で唯一アメリカ人のみが 6社すべての教科書に登場している。続いてオ

ーストラリア人、イギリス人の 5社、カナダ人の 3社である。教科書中では 91.5％（119/130場

面）の場面で the Inner circle 所属の国出身者が登場するが、その内訳を確認するとアメリカ人

65.5％（78/119場面）、オーストラリア人 22.7％（27/119 場面）、カナダ人 21.0％（25/119場面）、

イギリス人 7.6％（9/119 場面）の割合で登場する。明らかにアメリカ人の登場率が高く、過半数

を超えている。先に記述した World Englishes の観点も踏まえ、言語使用に対するイメージが偏

る可能性が懸念される。音声指導に関して、現行学習指導要領（文部科学省、2008）でも次期学

習指導要領（文部科学省、2017）でも、「現代の標準的な発音」を指導するとしているが、その定

義は、「特定の地域やグループの人々の発音に偏ったり、口語的過ぎたりしない、いわゆる標準的

な発音」とされている。しかし実際の教科書中のコミュニケーション場面における登場人物設定

の観点によると、アメリカ人の使用する英語を中心に「現代の標準的な英語」として編集されて

いるとみなされる現状がある。 

四つ目に、教科書中のコミュニケーション場面における登場人物は限られた国や地域の出身者

である。教科書中で登場した英語を母語あるいは第一言語として使用する国の出身者は、アメリ

カ人、オーストラリア人、カナダ人、イギリス人がいる。他の言語グループに比べると多岐に渡
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る感が認められるが、それ以外にもニュージーランドや南アフリカ共和国が容易に思い浮かべる

ことができる。英語を第二言語あるいは公用語とする国出身者に関しては、6 社ある教科書の中

でインド人とシンガポール人のみであった。香港人やフィリピン人なども考えられるし、ガーナ

やケニア等のアフリカの国も列挙することができる。教科書によっては、英語を第二言語あるい

は公用語とする国出身者の設定が皆無のものもある。日本と同様に、英語を外国語として使用す

る国出身者は、韓国人、中国人、カンボジア人、ブラジル人、フランス人、ドイツ人である。全

コミュニケーションの中では 6か国からの出身者が登場する設定が確認できるが、調査結果で既

述したようにカンボジア人、フランス人、ドイツ人はそれぞれ一つの教科書の 1単元のみの登場

である。また 6 社中 2社で英語を外国語として使用する国出身者を設定しておらず、設定してい

る 4社中 2社の教科書でも 1つの国出身者しか確認できない。更に全コミュニケーション場面で

設定されている英語を外国語として使用する国出身者を地域で分類するとアジア２カ国、ヨーロ

ッパ 2カ国、南米 1カ国のみである。アフリカや中東国出身者が、コミュニケーション場面で登

場することはいずれの教科書においても確認できなかった。世界には 190余の国や地域があり、

日本と同様に英語を外国語として学んでいる国の存在は一部地域に限られたものではない。国際

共通語としての英語習得の重要性が高まっており、事実、英語を外国語として話す人口は急激に

拡大している（Saraceni, 2015） 

最後に、英語学習者が習得をめざして外国語学習意欲をたかめるための Ideal L2 Self（理想

の自己）の概念が反映されているとは言えない。外国語として使用する国同士のコミュニケーシ

ョン場面がわずか 3.8％（5/130 場面）しか設定されていない。現在の我が国の現状、世界の情勢

を考慮したとき、異文化出身者同士のコミュニケーションの手段として多用されるのは英語であ

る。まさに、Kachru の Three circle model of World Englishes における the Expanding circle

に分類される日本と同様に英語を外国語として使用する国出身者同士のコミュニケーションの機

会が急増しているのが現実である。学習指導要領が掲げるより実践的で実用的な言語運用能力の

習得を目指す上で、教科書を主たる教材として行われる学校での授業で、現実社会につながるイ

メージを提供することは重要である。もはや英語はその言語を母語あるいは第一言語として使用

する者とのコミュニケーションに使用される以上に、むしろ英語を外国語として使用する者同士

のコミュニケーションでの必要性が高まっている。またそのような機会が急激に増えている。そ

の具体的なイメージを提供する上で、教科書が担う役割は重要である。 

既述のように、今日の生活の中で英語使用場面とは必ずしも英語圏の人たちとのコミュニケー

ション場面だとは限らない。日本においては、周辺アジア諸国から訪日する外国人労働者や急増

する世界各国からの観光客など、日本と同様に英語を外国語として使用する国の人々とのコミュ

ニケーションの場面が多く存在する。 

日本の外国語教育が目標とする積極的なコミュニケーションを図ろうとする意思や主体的にそ

の言語を運用する能力の伸長を目指すには、それに対する動機づけは重要な役割を担う。英語学

習において、英語を使う将来の理想の自己 (Ideal L2 Self) を具体的にイメージさせることは効

果的であるとされている (Yashima, 2009)。そのイメージを引き出すために、英語学習を進める

教室環境において教科書を効果的に活用することが求められている（玉城、2017）。学習者の実

社会での英語活用場面をイメージさせるために、世界情勢や我が国のある立場など活きた情報を

取り入れコミュニケーションの場面設定に工夫を加える必要がある。例えば、学習者に将来外国

人労働者とともに働く場面をイメージさせたり、日常生活の中で外国人観光客と対峙する場面を
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考えさせたり、可能であれば地域資源を活かして身近に有る国際社会を体験的に学ぶ機会を設け

ることも有効な手立てとなり得る。 

今後さらに、学校教育において学習者に対して教科書を活用した実践的なコミュニケーション

スキル習得、向上に向けた有効な機会を提供できるような教科書研究が求められる。またコミュ

ニケーション場面を通して、英語を使用している世界の人々やその背景にある文化に対する関心

を高め、その多様性に着目させ、さらに理解を深めようとする態度を養っていくことも国際社会

を理解するために重要である。今後そのような分野での研究と、実社会で運用できる能力の習得

を促すような教科書編集とその効果的な活用が求められる。 
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「目」を用いた言語表現の分析 （発表報告） 

 

愛知県立尾西 / 杏和 / 津島（定時）高等学校 萩原伸一郎 

 

0.はじめに 

人間にはいくつかの身体部位が存在するが、その中でも外界の事象を認識する上で重要な「目」が用いられた

メタファー表現が数多く存在する。瀬戸 (1995)、松本 (2000)、李 (2002)など身体部位表現を扱った先行研究に

おいては「目」の「機能」および「形状」を基盤にした分析が行われている。「台風の目 (the eye of a typhoon) 」、

「網の目」、「結び目」、「目盛り」といった具象物においては図式化することで概念転移を簡単に説明することが

できる。ところが、日本語には「目下」や「目抜き通り」あるいは「金には糸目をつけぬ」など慣用表現が存在

し、中には抽象的な事象を示すものもあり「機能」・「形状」の観点だけでは説明がつきにくい場合がある。そこ

で本稿では、2018年11月17日に早稲田大学早稲田キャンパスで開催された言語文化教育学会第 18回大会にお

ける個人発表の際に理事の先生方から頂いた意見に基づいて、鍋島 (2011)や山梨 (2009)等の日本語のメタファ

ーの先行研究およびLakoff & Johnson (1980, 1999)で提唱されている方向付けのメタファーを基盤にして、瀬戸 

(1995)、松本 (2000)、李 (2002)などで分析の基盤とされている「機能」や「形状」だけでは説明が付きにくい

と考えられる「目」を用いた日本語の慣用表現を我々の認識体系を基盤に分析し、このような表現が生み出され

るメカニズムを検討する。 

 

1. 先行研究による「目」の扱い  

1.1.「目」の概念転移 

身体部位表現を扱った先行研究として瀬戸 (1995)、松本 (2000)、李 (2002)などが例に挙げられる。「テーブル

の足」においては、「足」が胴体を支える「機能」および「位置」的に下であることに基づいた概念転移とされ

ている。「入口」に関しては、「口」は飲食物が通る部分であることから、人や物が通り抜ける場所を「口」に

見立てて「機能」「形状」に基づく概念転移とされている。このように、先行研究において身体部位は一般的に

「機能」・「形状」・「位置」を基盤にして概念転移が説明されている。用例や説明に多少の違いはあるものの、

本題の「目」が用いられて表現はそれぞれの先行研究において「機能」と「形状」の2つの観点を基盤にして転

移現象が述べられている。 

(1)「目が届く」「目を奪われる」「目を配る」 → 「機能」に基づく転移 

(2)「台風の目」「切れ目」「結び目」     → 「形状」に基づく転移 

(1)の「機能」に基づく転移に関しては、我々の視覚行為に基づく外界事象の認識および思慮の観点で説明が付く。

(2)の「形状」に基づく転移は「目」の丸い形が基盤になる。寺村(1987)においては、「慣用句」として「目」が

用いられた表現が扱われている。 

(3)「視線」：目をやる，目をそらす，目をくぐる，目を盗む，目があう 

(4)「感覚器官『目』」：目を回す,目をむく 

(5)「境遇」：目にあう,目をみる, 

(6)その他：目にかなう（評価するものとしての「目」），目をかける（より下位の者に対して好意を向けるもの

としての「目」） 

－寺村(編) (1987: 125) 

(3)-(6)の分類は身体部位としての「目」を認知意味論の観点から説明したものとは多少異なるが、視覚行為を通

じた認識・経験を基盤にしたものであり「機能」に基づくものであると言える。 
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1.2. 「目」の形状の下位区分 

「目」の形状の類似性に基づく用例を細分化して説明した先行研究に李 (2002)がある。「開いた状態時の人間

の目の形状」、「閉じた状態時の人間の目の形状」、「眼球の小さくて丸い点の形状」の3つに焦点を当てた分析が

なされている。 

(7)「網の目」「針の目」「目詰まり」 → 「開いた状態（丸い形）」 

(8)「折り目」「境目」「目盛り」   → 「閉じた状態（線状）」 

(9)「結び目」「さいころの目」    → 「点状」 

(7)-(9)の他に段階性をもつ事象、つまり「何度目」や「多め・少なめ」のように序数や程度を表す際に用いられ

る「目」についても「目盛り」と同様に数値化して区切りを付ける線を「閉じた状態の目の形状」に見立てられ

るとされている。 

 

2.「目」を用いた慣用表現 

2.1. 「目下」について 

「目」が用いられた慣用表現として以下の(10)、(11)のような「目下」1)という表現が挙げられる。視界が及ぶ

物理的な下方向の場所は(13)のように「眼下」という表現によって示されるのが通常である。「目下」は文字通り

足下のような下方向について言及する際にはあまり用いられず、Time Is Spaceメタファーとして時を表す際に

使用される。 

(10)目下検討中 

 (11)目下のところ復旧の見通しが立たない 

(12)??目下に広がる雄大な景色 

(13)眼下に広がる雄大な景色 

「目下」は(10)と(11)の例からわかるように、発話時の出来事及び発話時を基準にして未来に向かってある事象が

しばらく継続することを表す際に用いられ、通常では過去の出来事に言及する場合には用いられない。Lakoff & 

Johnson (1980、1999)で提唱されているPresent (Future) is Downメタファーに該当するが、視界が及ぶ物理的

な上下方向の場所の概念が時を示す際に転用されるメカニズムを検討する必要があると考えられる。時の経過と

上下の方向性の変化を伴う物理的経験の基盤として考えられるものとして川の流れがある。上流と下流は出来事

の順序における先と後に対応し、時の概念においては過去と現在（未来）に対応するといえる。発話時における

事象が今後も継続することは、川が下流に向けて流れ行くことと概念的に並行し、流れていく先つまり下方向に

目を向ける観点で捉えられると考えられる。図式化すると以下のようになる。 

(14)                     

             視線     上流(過去) 

              (現在) 

   下流 (未来) 

 

2.2.「目抜き」について 

対象物が際立っていることを示すのに「目抜き」という表現が用いられることがある。通常以下の(9)のように

慣用表現として使用される。 

(15)目抜き通り 

(15)は人通りが多く繁華街にある道を指す。街中に複数ある中で特に人目を引く中心的な道を表すものの、「台風

の目」のように眼球の丸い形が投影されたものとは明らかに形状が異なり、中心的な「機能」を担うことや丸い

(7)     (8)     (9) 

● 
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「形状」を基盤にしただけでは説明が困難である。また、「手抜き工事」や「朝食抜き」のように本来存在するは

ずの対象物が存在しないことを示す用例とも異なる。街中に大通りをつくる際には区画整理により地上の障害物

を取り除いて線状に延びた道路にすることが想定される。「目抜き」は文字通り目が存在しないことを示すのでは

なく、地上の障害物が存在しなくなり結果としてできあがった線状に貫かれた道路が「閉じた状態（線状）の目」

に見立てられると考えられる。要するに、慣用表現の「目抜き通り」には際立って人目を引くという「機能」に

加え、閉じられた状態の目の「形状（線状）」の要素が加わっていると考えられる。 

 

2.3.「糸目」について 

本来凧に付けてあがり具体を調節する糸を示す「糸目」2)という表現が次の(16)のように慣用的に使用され、否

定文の形で支出金額の上限をもうけないことが示される。李(2002)では糸の細長い形状を閉じた状態の目の形状

（線状）に見立てて(17)のように説明されている。 

(16)金には糸目を付けぬ 

(17)「金に糸目を付けない」とは「お金にその使用を制限する糸を付けない」ということであり、「糸目の付い

たお金」といえば「細い糸を付けた使用制限のあるお金」ということになる。・・・凧に細い糸を付けて、

その動きをコントロールするという物理的事象を抽象的事象に転移させたのが「お金の動きをコントロー

ルする/コントロールしない」こと、つまり「金に糸目を付ける/つけない」である。 

―李 (2002: 118 ff.) 

この説明は文字通り紙幣や硬貨に糸を付けるという解釈に過ぎず、支出金額の上限をもうけないことを経済のよ

うにお金の流れ、つまり動的に捉えるのは不自然であると考えられる。この場合、凧糸の細長い形状と閉じられ

た状態の目の形状とを結びつけるというよりもむしろ支出金額や予算を上方向に延びた線状に捉えて上限つまり

区切りを付ける部分が「閉じた状態の目」に見立てられると考えられる。図式化すると(18)のようになる。 

(18) 

        上限       上限 

 

        0 (Zero) 

 

3.まとめ 

「目」は外界の事象を認識する上で特に重要な身体部位であるため、様々なメタファー表現が存在する。「機能」

及び「形状（丸い形・線状・点状）」を基盤にして説明できる表現もあれば、方向付けの要素が加わり外界の事象

に対する捉え方を検討しなければ説明できない慣用表現も存在する。日本語の「目」に相当する英語の‘eye’を用

いたメタファー表現及びその他の身体部位を用いた表現は今後の研究課題とする。 

【注】  

1)『広辞苑』では「目下」は「①目の前。眼下。②現在、ただいま。」のように定義される。①の用法を基盤にし

てメタファー用法として拡張したのが②と考えるのが自然であるが、「目下」は実際には②の意味で用いられるの

が通常であり、原義の①は希薄化していると考えられる。 

 

2) 国立言語研究所のNINJAL-LWA for BCCWJ(NLB)を用いて「糸目」を検索すると、「金に糸目をつけない /

ず」のように否定辞の「ない」あるいは打消しの助動詞の「ず」が用いられた否定文の形で用いられている例の

み検出する。15件中1件のみ「値段に糸目をつけない」という例が存在するが、支出金額の上限を設けないこと

を表すことに変わりない。「金」や「値段」以外の用法が見られないことから、「糸目」に関しては更なるメタフ

35



ァー用法への拡張性が低く慣用表現として定着していると言える。 
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第⼆⾔語スピーキング能⼒の発達：モチベーションと学習経験との関係 
半沢蛍⼦（早稲⽥⼤学） 

1. はじめに 
第⼆⾔語（L2）習得研究において、モチベーションが L2 発達に重要な役割を果たす考えは⼀致し
た⾒解である（e.g., Cohen & Dörnyei, 2002）。最近の研究では、モチベーションと L2 発達は直接的
な関係ではなく、その間には 学習を⾏う意欲と実際の学習量が介在していることが⽰され、その
関係について研究が進んでいる。本研究では、⽇本⼈⼤学⽣を対象に、学習者の英語学習に対する
モチベーションと学習量、そして L2 発達の関係について検証を⾏った。 
1.1. 先⾏研究 
モチベーションは L2 習得研究において最も注⽬される分野の⼀つであり、様々な⾔語学習環境に
合わせた理論が構築されている。Dörnyei (2005)は教室環境で L2 を学んでいる学習者のモチベーシ
ョンに注⽬し、L2 Motivational Self System を確⽴した。この理論では学習者の将来の⾃⼰像（「理想
的な⾃⼰」と「義務的な⾃⼰」）が、現在の学習者の⾏動（e.g., どれくらいの頻度で、どのような
⽅法で学ぶか）と、その後の L2 発達（e.g., どの程度能⼒が向上するか）に影響を与えるとしてい
る。理想的な⾃⼰とは学習者が望む「そうありたい⾃分の姿」であり、より理想的な⾃⼰に近づく
ために英語学習を⾏っている状態である。⼀⽅義務的な⾃⼰とは「そうあらなければならない⾃分
の姿」であり、他者の期待に応じ、また悪い結果を招かないための⾃⼰防⽌として英語学習を⾏っ
ている状態である。Dörnyei (2009)は、こうした理想的な⾃⼰と義務的な⾃⼰とが、学習者の意欲と
実際の学習量を決定し、最終的に L2 発達の違いへとつながるとしている。 
  多くのモチベーション研究は、モチベーションと学習意欲との関係、もしくはモチベーション
と L2 発達との関係を対象に研究が⾏われてきた。Lamb (2009)はインドネシアの⾼校⽣を対象に 2
年間の縦断研究を⾏い、理想的な⾃⼰を持つ学習者はより L2 学習に対して積極的な態度を持ち、
また練習に対して好意的な印象を持っていることを観察した。Baker-Smemoe and Haslam (2013)は中
国⼈英語学習者のモチベーションとスピーキング能⼒との間に有意な相関があることを⽰してい
る。同様の結果はスペイン⼈学習者のモチベーションと発⾳学習でも⾒られている（Nagle, 2018）。 
  ⼀⽅で、モチベーション、学習意欲や実際の学習量、そして L2 発達の 3 つの要因を包括的に
取り扱われることは少ない。Moskovsky et al. (2016) は、学習意欲と実際の学習量には乖離があるこ
とに注⽬して、モチベーション→学習量→L2 発達の 3 つのつながりを検証する必要があると指摘
している。 
  本発表では、L2 発達の指標として発話流暢性の変化に注⽬する。発話流暢性とは「最適で、よ
どみのない、滑らかな発話」を指し、スピーキング能⼒を表す重要な概念である(Segalowitz, 2010)。
この概念を表す指標はいくつも存在するが、本発表では従来研究で最もよく検証されている、ポー
ズの割合、発話速度、修正の割合に注⽬する。すなわち、本発表は⽇本⼈⼤学⽣を対象に、1)彼ら
の理想的な⾃⼰と義務的な⾃⼰というモチベーションが 1 年間の英語学習時間と関連するか、また
2)英語学習時間と 3 つの発話流暢性指標の変化が関連するかを調査し、この 3 つの要因の関連性を
明らかにする。 
 
2. ⽅法 
参加者は⼊学時点（T1）、1 学期終了時点（T2）、2 学期終了時点（T3）の 3 回の実験に参加した。
本発表では、主に T1 と T3 のデータに焦点を当て、T2 のデータは学習時間の測定の際に補助的に
使⽤する。 
2.1. 参加者 
T1 時点での参加者は合計 56 名で、教育学部、商学部、⽂学部に所属している学部 1 年⽣であった
（年齢：18 歳から 20 歳）。その後 6 名が途中から参加しなくなったため、計 3 回の実験に全てに参
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加した 50 名（⼥性 32 名、男性 18 名）が今回の分析対象者となっている。T1 時点で⾏われた背景
調査によると、参加者は⼩学校 5 年、もしくは中学 1 年⽣から英語教育を受け始めており、また 2
ヶ⽉以上海外に滞在した経験はなかった。⼤学内英語能⼒テスト（WeTEC）によると、参加者の平
均点は 708 点であり（標準偏差 56 点）、これは TOEIC で換算すると 610 点以上 730 点未満にあた
る。そのため彼らの実験開始時点での英語⼒は準上級程度であると考えられる。 
2.2. ⼿続き 
実験は⼤学内に設置された実験室で 1 ⼈ひとり個別に⾏われた。参加者は「最近あった最も困難だ
ったり、挑戦的だったりした出来事について描写してください」というトピックについて英語で発
話を⾏った。トピックの親密度や難易度を⼀定にするために、参加者は 2 回のテストで同じトピッ
クについて英語で話をした。ただし、トピックでは「最近」という指定が⾏われているため、同じ
内容を繰り返し話した参加者はいなかった。録⾳は TASCAM DR-100MKII 録⾳機と Shure WH20
マイクを⽤い、サンプリング周波数 44100Hz、量⼦化ビット数 16bit で⾏った。 
2.3. 流暢性の測定 
採取した 100 サンプル（50 ⼈×2 回）を対象に、まず⾳声分析ソフト praat のアノテーション機能
を⽤いてポーズ区間と発話区間に分類し、その後発話区間の書き起こしを⾏った。こうして得られ
たデータをもとに、流暢性の指標である発話速度、ポーズの割合、修正の割合の 3 つを以下のよう
に測定した。発話速度は、書き起こしをもとに発話語数を測定し、それを全体の発話時間で割って
算出した。ポーズの割合は発話に⾒られるポーズの回数を全体の発話時間で割って算出した。最後
に修正の割合は書き起こしのデータから⾔い直しや⾔い換えの回数を算出し、それを全体の発話時
間で割ったものである。 
2.4. 学習時間の測定 
学習者の学習時間は質問紙をもとに測定を⾏った。学期末に⾏われた実験（T2 と T3）で、参加者
はその学期中に履修した英語授業の数と、学期中に⾏った授業以外の英語学習時間について回答を
⾏った。この回答をもとに、授業内での英語学習時間と授業外での英語学習時間の算出を⾏った。 
2.5. モチベーション質問紙 
T1 時点において、参加者の英語学習に対するモチベーションを全体で 40 項⽬から構成される質問
紙を⽤いて調査を⾏った。質問紙は⽇本⼈英語学習者のモチベーションを調査した Taguchi（2009）
をもとにしており、L2 motivational Self System を理論的背景に多様なモチベーションの側⾯（例：
道具的モチベーション、統合的モチベーション、家庭の影響）が含まれている。参加者は書かれて
いる内容（例：「英語の勉強に時間を惜しまない」）にどの程度賛成するかについて 6 段階（1 = 「全
くそう思わない」、6 = 「⾮常にそう思う」）で評価を⾏った。本発表ではこの中から理想的な⾃⼰
と義務的な⾃⼰に関連する 8 項⽬を選択して分析を⾏った。モチベーションと勉強時間に対する分
析の前に、選択項⽬の妥当性を検証する因⼦分析を⾏い（累計因⼦寄与率 61.69 %）、この 8 つの質
問項⽬が参加した学習者の理想的な⾃⼰と義務的な⾃⼰とを適切に測定していることを確認した
（表 1）。 
 
表 1：モチベーションに関する 2 次元主成分分析の結果 

 第 1 成分 
（理想的な⾃⼰） 

第 2 成分 
（義務的な⾃⼰） 

I. 理想的な⾃⼰   

l 外国に住み、英語を話している⾃分を想像できる  .816 -.174 
l ⾃分が外国⼈と英語で話をしている状況が想像でき

る 
.910 .002 

l 英語が話せるようになっている⾃分を想像できる .876 -.183 
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l 将来の仕事について考えるときは、いつも英語を使
っている⾃分を想像する 

.767 -.026 

II. 義務的な⾃⼰   
l 親しい友⼈が英語の勉強が⼤事だと思っているの

で、英語の勉強をする 
.126 .602 

l 英語を勉強しないと親が残念に思うので、英語を勉
強しなければならない 

.043 .743 

l 私が英語を勉強することを周りの⼈々が期待してい
るので、英語の勉強は必要だ 

.283 .698 

l 英語の勉強をして教養のある⼈間にならなければな
らないと、親は強く思っている 

-.011 .716 

 
3. 結果 
3.1. モチベーションと学習時間の関係 
まずモチベーションと学習時間の関係性を相関分析によって検証を⾏った。その結果、理想的な⾃
⼰が授業内学習時間、また授業外学習時間と有意に相関する⼀⽅、義務的な⾃⼰と学習時間との間
には有意な相関は⾒られなかった（表 2）。また理想的な⾃⼰と学習時間の関係における r 係数を⽐
較すると、理想的な⾃⼰は授業外学習時間とより強く相関していることを確認した。つまりこの結
果は、T1 時点で理想的な⾃⼰の評価が⾼い学習者は、1 年間を通じて授業外でより⻑い時間を英語
学習に費やすということを⽰している。 
 
表 2：モチベーションと学習時間の相関係数 

 授業内学習時間 授業外学習時間 

理想的な⾃⼰ .399** .449** 
義務的な⾃⼰ .005 .034 

注：*は p < .05 を、**は p < .001 を⽰す。 
 
3.2. 学習時間と流暢性発達の関係 
最後に英語学習時間と流暢性の発達について検証を⾏った。Saito & Hanzawa (2016)によると、⼤学
1 年⽣の英語⼒は⼊学時点で⼤きな個⼈差があることが⽰されている。そのため、T3 時点のスコア
をそのまま使⽤するのではなく、1 年間の伸び率（T3 時点でのスコアから T1 時点でのスコアを引
いたもの）を分析に使⽤した。学習時間と伸び率を相関分析で検証したところ、授業外学習時間が
修正の割合と有意に相関していた。ただしここで注意したいのは傾きの⽅向性である。ここで⽰さ
れる授業外学習時間と修正の割合は正の相関であり、これは授業外学習時間が増えるに従って、⾔
い直しの頻度が増えるということを⽰している。すなわち、1 年間を通じてより⻑い時間授業外で
英語学習に費やした学習者はより⾔い直しが増えるということを意味している。 
表 3：学習時間と流暢性発達の相関係数 

 発話速度 ポーズの割合 修正の割合 
授業時間 .115 -.207 .113 
授業外学習時間 -.069 .205 .32* 

注：*は p < .05 を、**は p < .001 を⽰す。 
 
4. 考察・まとめ 
モチベーションと L2 発達の関係は L2 習得研究の中で最も注⽬される課題の 1 つである。しかし、
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これまでモチベーションと学習意欲の関係に焦点が当たっており、モチベーションと実際の学習量、
そして L2 発達の関係についてはほとんど明らかにされていない。本発表では、⼤学学部 1 年⽣を
対象に調査を⾏い、学習開始時点でのモチベーション→1 年間の学習時間→流暢性の変化に⼀連の
関係があることを⽰した。 
  まずモチベーションと学習時間の関係においては、理想的な⾃⼰が学習時間、特に授業外の学
習時間と強く相関していることが分かった。これは、英語使⽤に関して、⾃分が将来なりたい理想
像をより明確にイメージしている学習者はより積極的に英語学習を⾏うという Dörnyei（2005）の
考え⽅と⼀致している。⼀⽅で義務的な⾃⼰と学習時間との相関は⾒られず、本研究に参加した学
習者にとって周りからの期待は学習者の学習時間には影響していないことが⽰された。 
  次に、学習時間と学習結果である流暢性の変化を検証したところ、授業外学習時間と修正の割
合との間に有意な正の相関が⾒られた。これは、授業外で英語学習により⻑い時間を費やした学習
者は修正の観点で流暢性が下がることを⽰しており、⼀⾒予想に反した結果である。しかし、この
修正頻度の上昇は学習者のモニタリング機能の向上を⽰すと解釈することができる。モニタリング
とは発話⽣成を⾏う際に発動する、発話が適切であるかを監視し、問題があった場合には⾔語処理
のやり直しを促す機能であり、修正とはモニタリングの機能が発話の中で観察可能な形で現れたも
のである（Levelt, 1989）。Kormos (1999)は、モニタリング機能によって間違いに気がつき、⾔い直
しを⾏ってより適切な発話に修正し、間違いを減らしていくプロセスこそが L2 スピーキング能⼒
の発達を促すと指摘している（同様の議論は Sato & Lyster, 2012 でも⾒られる）。つまり、授業外で
より⻑い時間英語学習を⾏った学習者はモニタリングの機能が上がったために、⾃⾝の発話におけ
る間違いにより多く気づくようになったと考えられる。さらにもしこの考え⽅に従えば、授業外で
より⻑い時間英語学習を⾏った学習者は修正以外の観点で向上が⾒られると予想される。しかし、
本発表ではそうした発達は⾒られなかった。この原因は調査期間の短さや、検証した指標の影響が
考えられるため、今後の研究ではより多くの観点（例：理解容易度、発⾳、イントネーション、⽂
法や語彙の複雑性や正確性）から検証を⾏うことや、より⻑い期間での調査が必要だと考えている。 
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前期中等教育における論理的な表現力の育成を目指したアプローチ  

－ライティングスキル向上に関する学習補助教材の開発を中心に－  

キーワード：論理的表現、次期学習指導要領、思考 /判断 /表現、中学校英語教科書  

公立大学法人  名桜大学  

リベラルアーツ機構 助教 玉城本生  

 

【目的】本研究は次期中学校学習指導要領が掲げる目標のひとつである「情報を整理しな

がら考えを形成し、これらを論理的に表現する」を達成するために、学習者の初級アカデ

ミックライティングスキル育成及び習得を支援する補助教材の開発を目的としている。特

に、6 社ある文部科学省準拠中学校英語教科書（平成 28 年度～32 年度使用）で「New 

Horizon（東京書籍）」のライティングアクティビティーで活用できる教材開発に特化して

いる。  

本研究は 2020 年度より小学校より段階的に全面施行される学習指導要領の中で中学校

次期学習指導要領に着目した。次期学習指導要領の実施により、小学校より外国語教科が

取り入れられ、その学習を前提に中学校での外国語教育が行なわれることとなり、現行の

目標をより具現化したものが設定されている。「思考力・判断力・表現力等の育成」はその

柱の一つである。特にライティングにおいては論理的に表現する力の育成が挙げられてい

る。  

アカデミック英語（EAP）や第二言語習得の分野からも示唆を得ながら外国語学習初期

段階において論理的に表現するとは何か、アカデミックな力をどのように育成するかとい

う点に焦点を当て、教科書を活用した論理的な表現を育成するための手立てを見出すこと

を目的としている。  

【調査方法】現在文科省より検定を受けている中学校英語教科書は 6 社ある。それぞれ１

年生用から３年生用まで３冊ずつ出版されており、合計１８冊の教科書を調査対象とした。 

最初に、「New Horizon（東京書籍）：沖縄県国頭地区中学校で使用されている英語教科

書」（以下 NH と示す）のライティングアクティビティーの次の項目を調査した。①ライテ

ィングアクティビティーの数②ライティングの内容③それぞれのアクティビティーで目標

とする文章の数④目標とする１文に含まれる単語数⑤目標とする例文（パラグラフ）とそ

れぞれのシチュエーションで頻用される表現事例紹介の有無⑥文章構成への手立て（トピ

ックセンテンスや序論・本論・結論構成）が示されているか。  

次に、他５社の教科書も同様に調査し、NH との相違点を明確にした。  

【調査結果】文部科学省準拠中学校英語教科書 6 社（18 冊）の上記の①～⑥の調査項目

における結果を次に記す。  

教科書  

  

①  数  ②  内容  ③  文 の

数  

④  一文の

単語数  

⑤  表 現 集

の有無  

⑥  構 成

の 手

立て  

New 

Horizon 

( 東 京 書

籍）  

9 場

面  

・日本文化紹介  

・修学旅行  

・中学校生活  

・将来の夢  

・町紹介  

・好きなこと・もの  

・自己紹介  

３年：５文  

２年：４文  

１年：３文  

 

３年：４～

１５字  

２年：４～

１３字  

１年：３～

７字  

 

〇 例 文 提 示

アリ  

● 接 続 表 現

集なし  

 

〇 文 章 構

成 の 手 立

てアリ  

● ア イ デ

ア マ ッ ピ

ン グ の 手

立てなし  
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・一日の生活  

・思い出の行事  

 

Sunshin

e 

(開隆堂 ) 

14 

場面  

・あの人にインタビュー  

・お祝い /お礼メール  

・日本文化紹介  

・HP で学校紹介  

・卒業に向けて  

・連休の思い出  

・スキットつくり  

・インタビュー記事  

・スピーチをしよう  

・賛成 /反対を言おう  

・CM をつくろう  

・自分のことを話そう  

・人を紹介しよう  

・情報を引き出そう  

 

３年：９文  

２年：６文  

１年：４文  

 

３年：３～

１７字  

２年：５～

１３字  

１年：３～

９字  

 

〇 例 文 提 示

アリ  

〇 接 続 表 現

集アリ  

 

〇 文 章 構

成 の 手 立

てアリ  

〇 ア イ デ

ア マ ッ ピ

ン グ の 手

立てアリ  

 

New 

Crown 

(三省堂 ) 

17 

場面  

・インタビュー  

・自己紹介  

・物語の要約文  

・人物紹介  

・日本文化紹介  

・ディスカッション  

・アンケートに答えよう  

・有名人を紹介しよう  

・好きな国について  

・自己紹介（２年）  

・自分の夢  

・メールを書こう  

・自分の街を紹介しよう  

・自己紹介（１年）  

・友達にインタビュー  

・学校生活について  

・大切なもの紹介  

３年：８文  

２年：７文  

１年：５文  

 

３年：７～

１３字  

２年：３～

１２字  

１年：３～

１０字  

 

〇 例 文 提 示

アリ  

〇 頻 用 表 現

集アリ  

〇 接 続 表 現

集アリ  

 

〇 文 章 構

成 の 手 立

てアリ  

〇 ア イ デ

ア マ ッ ピ

ン グ の 手

立てアリ  

 

Columb

us 21 

( 光 村 図

書 ) 

９ 場

面  

・新聞をつくろう  

・ディスカッション  

・卒業文集  

・旅行の予定  

・職場体験の報告  

・町紹介  

・自己紹介  

・大切なもの紹介  

・インタビュー記事  

３年：５文  

２年：４文  

１年：４文  

 

３年：４～

１４字  

２年：４～

１３字  

１年：３～

７字  

 

〇 例 文 提 示

アリ  

● 接 続 表 現

集なし  

 

〇 文 章 構

成 の 手 立

てアリ  

〇 ア イ デ

ア マ ッ ピ

ン グ の 手

立てアリ  

 

One 

World 

( 教 育 出

版 ) 

13 場

面  

Project  

・町のガイドブック  

・卒業スピーチ  

・英語新聞  

・夢を語ろう  

・アンケート調査  

・自己紹介  

・友達紹介  

・好きな漫画やアニメ  

Writing Tips 

・読み手に分かりやすい

文章  

・自分の考えを具体的に  

・考えを整理する  

・ルールに従って書く  

３年：７文  

２年：９文  

１年：７文  

 

３年：５～

１７字  

２年：４～

１５字  

１年：３～

８字  

 

〇 例 文 提 示

アリ  

〇 接 続 表 現

集アリ  

〇 頻 出 単 語

集アリ  

 

〇 ブ レ ー

ン ス ト ー

ミング、ア

イ デ ア マ

ッ ピ ン グ

の 手 立 て

あり  

● 文 章 構

成 の 手 立

てなし  
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Total 

English 

( 学 校 図

書 ) 

14 場

面  

・日本文化紹介  

・インタビュー  

・尊敬する人  

・自分の意見  

・日記を書こう  

・旅行の計画  

・将来の夢  

・私の宝物  

・観光パンフレット  

・自分のこと  

・友達紹介  

・写真を説明  

・手紙を書こう  

・Show & Tell  

３年：７文  

２年：５文  

１年：４文  

 

３年：５～

１２字  

２年：３～

１２字  

１年：３～

１０字  

 

〇 例 文 提 示

アリ  

〇 頻 用 表 現

集アリ  

● 接 続 表 現

集なし  

 

〇 文 章 構

成 の 手 立

てアリ  

〇 ア イ デ

ア マ ッ ピ

ン グ の 手

立てアリ  

 

他５社の教科書より NH では扱っていない内容の中からライティングスキルアップ

に活用できるアクティビティーや文章及び頻出する表現の事例集などを収集し、それ

に倣い NH のライティングアクティビティーの内容に合わせた形で独自の補助教材を

作成した。更に、ライティング課題に第二言語習得意欲向上の視点を取り入れた工夫を

加え、社会の中で生きて働く知識・技能の育成を促すアクティビティーを設けた。  

【考察】学習者は開発した学習補助教材を活用することで、自らの考えや情報を段階的

に構築し、適語を用いて文同士を接続することができる。さらに、ライティングアクテ

ィビティーに取り組む早い段階から、全体の構成を意識させ論理的な表現を導くこと

ができる（アクティビティーにおける手立ての手順を下に記す：下記参照）。  

 

ライティングアクティビティーの手立ての流れ  

1. 課題にそって身近なもの・ことと関連付ける  

現実に起こりうる場合を想定（世界の現状、日本・沖縄・地域の状況を鑑みて）  

実際の経験を題材に選択。イメージが具体的であるほど良い。  

2. トピックを決める（自身が主体的に取り組むことができる題材を生徒自ら選択）  

3. ブレーンストーミングでアイデアを可視化（生徒の習熟度に応じて）  

4. マッピングで可視化したアイデアを関連ごとにグループ分けし考えを整理する  

5. トピックセンテンス（主文）を決める（一番読者（聴衆）に伝えたいこと）  

書き出す前に伝えたい相手は誰なのか、何のためのライティングかを明確にする。 

6. 伝えたい、表現したい事項・事例をきめる（２～３項目 習熟度による）  

7. 構成を考える（序論―展開―結論）  

それぞれの項目でどんな内容を伝えるのか。事例を活用しながら選択させる  

序論：読み手の興味をひく  主題を述べる  

展開：事例を紹介したりより具体的な説明を加える。  

結論：重要な事や主題を改めて記述する。考えをまとめる。  

8. 項目ごとに実際に書いてみる（日本語→英語）  

※日本語表現と英語表現の違いに気づかせる（文構造の理解）  

9. 文と文のつなぎに留意しながら段落（まとまった文章）を書く  

※文の接続に活用するフレーズやディスコースマーカー集の提示  

※発達段階に応じて文の数及び 1 文に含まれる単語の数を増減  
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10. 発表に向けた練習（伝え合う、他者とのやり取りから学ぶ：アクティブラーニング）  

11. クラスでの発表  質疑への応答  発表後のお礼もあわせて指導  

”Thank you for listening.” “Do you have any questions?”  

12. 振り返り（自己点検、他者からのフィードバック）→次の機会（発表に向かう）  

 

第二言語習得意欲向上を図る知見から、より現実的で具体的な課題設定を行う。外

国語学習初期段階におけるアプローチは、その後の学習継続・習得意欲にも影響がある

ことを鑑み、その段階における効果的な支援は重要である。外国語学習初期段階から効

果的にアカデミックな表現を学習することは、論理的な思考力・表現力を養うことのみ

ならず、高等教育で習得をめざすより高度なアカデミック英語における英語運用能力

全般の向上へとつながっていくと考えられる。  

 

論理的な表現とは、適切な文の組み合わせとスムーズな接続によって成り立ってい

る。その文構成に入る前段階において、可視化した情報や考えを整理しながら形成する

ことで論理的な構成作りへとつながる。このような論理的な文章作成や表現の流れを

中学校 1 年生から段階的に発展させ、中学校英語教育修了時には論理的表現を駆使し

てまとまった文章を書く技能を習得できると考える。  

本研究を通して開発した学習補助教材  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それぞれのアクティビティーの最初で文書作成までの行程を示し、完成までのイメー

ジを掴ませる。設問を追うごとに一つずつ文章が完成していくように工夫した。例文を

掲載して、それに倣いながら学習者の独自の文章を作成していく。日本語と英語を対比

させながらそれぞれの言語構成（文構造）の違いを理解するよう促す。最終的には英文

のみを一つのまとまり（パラグラフ）としてまとめ完成させる（発表に繋げる）。  

 

沖縄県国頭地区中学校で使用されている教科書（ New Horizon:以

下 NH と示す）の内容（１～３年）に準拠した学習補助教材。NH 以

外の５社の教科書よりライティングスキルアップに活用できるアク

ティビティーや文章及び頻出する表現の事例集などを収集し、それ

に倣い NH のライティングアクティビティーの内容に合わせた形で

独自の補助教材を作成した。加えて、ライティング課題設定に第二

言語習得意欲向上の視点を取り入れた独自の工夫を加え、社会の中

で生きて働く知識・技能の育成を促すアクティビティーを設けた。  

論理的表現＝構成（序論・展開・結論）＋文間のスムーズな接続（意味を含む）（＋アカデミックな語） 
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疑似助動詞 had betterの語法について 

成城大学大学院 文学研究科 英文学専攻 阿部生也 

 

１． はじめに 

 私の研究は had better の語法をコーパス検索とインフォーマント調査を使用して明らかにするこ

とである。had better は品詞の分類上、助動詞に分類されている。その特徴としては二語から成る

had better をばらばらに捉えているのではなく、二語で一つの助動詞としてみなしている点である。

その例として、他の法助動詞の should や must と同じように had better の直後に動詞の原形不定詞を

とる点や、否定辞の notが多くの場合、had betterの直後に置かれることが挙げられる。これは他の

法助動詞と呼ばれている should や must、may などと同じ特徴と言えるだろう。しかしながら、had 

better に関する研究は法助動詞ほど盛んではなく、まだまだその語法に曖昧な点が多い。例えば、

先ほど挙げたように否定文を作る際には、had betterの直後に not を置くものの他に hadと better 間

に notを置いた否定の仕方がある。また、他の助動詞は疑問文を作る際に、主語との倒置を行うが、

had better の場合は had のみが倒置されて疑問文が作られる。したがって、had better の使い方を明

らかにしていくことが必要である。 

 

２． had betterの語法 

 had betterの否定文には多くの場合、例 (1) のように had betterの直後に notを置くものが挙げられる。 

 

(1) a. You’d better not wake me up when you come in. (Swan 2016: 79) 

b. You had better not miss the last bus. (Thomson and Martinet 1986: 123) 

 

しかしながら、先ほども述べたように hadと betterの間に notを置いた例 (2) を挙げている文献もある。 

 

(2) a. You hadn’t better go. (Palmer 1974: 164) 

b. You hadn’t better begin. (Jespersen 1954: 183) 

 

Jespersen (1954: 183) はこの例の説明で口語体では否定辞は hadの方に牽引されると述べている。 この

二つの否定文の意味に関して、さらに興味深い例を挙げているのが Quirk et al.(1985) の例である。 

 

(3) a. Had we better not go? [Would it be advisable if we didn’t go?] 

b. Hadn’t we better go? [I think we had better go; don’t you agree?]  

(Quirk et al. 1985: 141) 

 

彼らは例 (3) を用いて、意味が異なるという説明をしている。前者は行かないことを、後者は行くこ

とを示している。この文は否定文であると同時に疑問文であるために純粋に否定文とみなすことはで

きないが、not の位置で意味に変化が生じている点で平叙文でもその違いが出てくるのではないかと

想定できそうである。しかし、その一方で Jacobsson (1980: 50) は“…, there is no corresponding difference 

in meaning between You had better not wait and You hadn’t better wait”と述べており、否定辞の位置によっ

て違いはないとしていた。 
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had better と完了形が共起することが可能であると多くの文献で述べられている。 その一つが例 (4) 

である。 

 

(4) You’d better have finished by tomorrow. (Eastwood 1994: 145) 

 

ここで問題になるのはその意味についてである。had betterは仮定法のような意味になるので、基本的に

現在から未来に関することに言及する。したがって、過去に言及してしまう had better はこの本質的な

意味と矛盾する可能性がある。過去に言及できないことを示している例が以下のものである。 

 

(5) a.*I had better have stayed at home. 

b. We’ d better have finished this work by the time the boss comes back.  

(Mitchell 2003: 134) 

 

しかしながら、had betterと完了形が共起すると二つの解釈が可能であるとする文献もある。それが、安

藤 (2008) の挙げる例 (6)-(8) である。 

 

(6) When you worked for George, you had better have done your homework.  

(ジョージのために仕事をしたときは、君は仕事を済ませておいたほうがよかったのさ) 

(Google) 安藤 (2008: 372)より引用 

 

(7) You had better never have been born.（おまえなんか、生まれなかったほうがよかったのさ） 

(Doyle, Memories of Sherlock Holmes) 安藤 (2008: 372)より引用 

 

(8) You’d better not have changed your mind when I call tomorrow.  

(あす電話するときに、心変わりしてないほうがいいよ) 

 (Leech 1987) 安藤 (2008: 372)より引用 

 

例 (6) と (7) は過去の出来事に言及していて、例 (8) は未来の出来事に言及している例である。つま

り、had betterと完了形の共起した文は過去の出来事に言及できる可能性があるのかもしれない。 

次に習慣の副詞と had betterが共起している例である。had betterは本質的な意味で特定の出来事に言

及するために always や usually などの習慣や頻度を示す副詞と共起すると非文になってしまうと複数の

文献で確認できた。 

 

(9) a. *You had better always look carefully at your map afterwords so you can see what’s what’s around 

that area. (Collins 2009: 79) 

b. *People had better always think before they speak. (Chalker 1990: 67) 

c. *One had usually better take a taxi to be sure of getting to the airport on time.  

(Mitchell 2003: 141) 

Collins (2009: 79) のコメントを参照してみると“Had better...appears incapable of being used with the 

general present that is common with should”と述べており、had betterは一般的なことに言及できない
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としている。 

 

３． 先行研究 

柏野 (2002) は had betterのもう一つの否定形 hadn’t betterの容認性をインフォーマント調査で確認し

た。その時に使用した例文が You hadn’t better stay here tonight.という例文であった。その結果として容認

する人が 10 人、容認しない人が 50 人、不自然だと感じる人が 18 人になった。つまり、ほとんどの人

が hadn’t better という否定形を容認していないか不自然だと感じていることがわかる。柏野は他にも無

生物主語について言及して、had betterが無生物の主語をとったときに今まで語法書などで記述されなか

った意味である祈願の意味になるとしている。以下がその例である。 

 

(10) a. It had better not rain tomorrow or we can’t go to the beach.  

b. I spent all day working on the TV. It had better work now. （柏野 2002: 166） 

 

柏野は had better が話し手のコントロールできない範囲で使用されると祈願の意味にしかなりえないと

説明している。しかしながら、無生物主語をとったからといって必ずしも祈願の意味になるというわけ

ではなく例 (11) や (12) のように文脈によって皮肉や脅迫の意味が出ることがあるようだ。 

 

(11) Joe: I can explain why I am late. 

Jane: This had better be good. (柏野 ibid.) 

 

(12) There’d better not be any more trouble here, or we’ll arrest you. (柏野 2002: 167) 

 

４． 結果 

これまでの語法書や先行研究の問題をインフォ―マント調査で確認した。現在はその途中経過で

あるためにはっきりとした結論を導くことができないがその途中経過を報告しておく。現在 had 

better を含む文を英語母語話者にその容認性を質問して 9 件の回答を得ている。まず初めに柏野の

調査を再調査した。You hadn’t better stay here tonight.という例文を使用して容認性を確認したところ

容認する人が 1 人、容認しない人が 8 人となった。この結果はある程度、柏野の結果と一致する。

次に You’d better not wake me up when you come in. と You hadn’t better wake me up when you come in. 

の意味が異なるかどうかを尋ねたところ、同じと答える人が 3人、異なると答える人が 6人となっ

た。しかしながら、異なると答える人は hadn’t better の容認性が問題になるとコメントしてくれた。

つまり、意味が異なるというよりは hadn’t better 自体が問題なのである。一方で Quirk et al. (1985) 

の示した例文の意味が異なるかどうか尋ねたところ同じと答える人が 2 人、異なると答える人が 7

人であった。この問いには先ほどの平叙文と違って、容認性の問題ではなく、Quirk et al.の示した

ように意味が異なるとコメントしてくれた。 

次に had better と完了形が共起している文の容認性を確認した。You had better have done your 

homework.の文を使用して調査したところ容認する人が 7 人、容認しない人が 2 人であった。その

意味を尋ねたところ、未来の意味で脅迫的に使用していることがわかった。このことは Mitchell の

説明に一致している。 

最後に had betterと習慣の副詞との共起可能性を調査した。使用した例文は People had better always 
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think before they speak.と One had usually better take a taxi to be sure of getting to the airport on time.であ

る。前者の文を容認する人は 2人で、容認しない人は 7人であった。後者の文は容認する人が 3

人、容認しない人が 6人である。 

 

５． 結語 

 現在コーパス調査とインフォーマント調査を実行している。今後の展望としては、コーパス

で had better と主語の関係を調査し、インフォーマント調査では例に出したように、なるべく多く

の英語母語話者が提供してくれた情報を集めていくことである。had better は他の助動詞 can, will, 

mayなどの助動詞に比べると、統語的な面や意味的な面で、まだまだ研究不足であると思われ

る。私は本研究で had better の語法をより深く理解し、語法の技術精度を高めていきたい。 
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言語文化教育学会 2018 年度活動記録 
・学会紙発行 
2018 年 3月 30 日 学会誌「言語文化教育(JATLaC Journal)」通巻第 12号発行 
 

・JATLaC 言語文化教育学会 2018 年度前期大会 

日時 : 2018年 7月14日 (土) 10時 ~ 18時  
会場  : 早稲田大学 早稲田キャンパス 16号館 6階 606教室 
参加費 : 一般 1,000 円 (当日受付にて) 

/ 会員・予稿集を必要としない学生:無料 (受付で学生証提示)  
基 調 講 演 : 10:30-12:00 

松本 辰雄 氏 (元 東邦大学付属東邦中学校・高等学校教員) 
「外国人児童生徒への日本語指導 －問題点と解決策－ 」 

 
シンポジウム :13:30-17:30 

「内なる国際化の一例 ―外国人児童・生徒の問題－ 」 
パネリスト： 

川村 よし子 氏 （東京国際大学） 
千木良 康志 氏 （台東区立黒門小学校） 
福谷 正子 氏 （ノースカロライナ大学） 
安田 真理 氏 （新宿区立戸塚第一小学校） 

ディスカッサント： 
   岡崎 成虎 氏 （東京国際大学 学生） 

コーディネータ： 
生井 健一 氏（早稲田大学・当学会理事） 
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・JATLaC 言語文化教育学会 2018年度後期大会 

日時 : 2018年 11月17日 (土) 10時 ~ 17時  

会場  : 早稲田大学 早稲田キャンパス 11号館 8階 819教室 

参加費 : 一般 1,000 円 (当日受付にて) 

/ 会員・予稿集を必要としない学生:無料 (受付で学生証をご提示ください)  

個人発表：10:00‒12:30 	

萩原 伸一郎（愛知県立杏和高等学校・尾西高等学校・津島高等学校（定）） 	

「目」を用いた言語表現の分析  	

半沢 蛍子（早稲田大学） 	

第二言語スピーキング能力の発達：モチベーションと学習経験との関 	

玉城 本生（名桜大学） 	

前期中等教育における論理的な表現力の育成を目指したアプローチ  

‒ ライティングスキル向上に関する学習補助教材の開発を中心に ‒   	

阿部 生也（成城大学大学院）  

疑似法助動詞had betterの語法について 

基 調 講 演 : 13:30-15:45（講演1時間+討論1時間） 

吉村 雅仁 氏  (奈良教育大学) 

  言語と文化への多元的アプローチによる外国語教育実践 

概要 

近年、外国につながる児童生徒数の増加に伴い教育現場の多言語化・多文化化が進行 

する一方で、日本の外国語教育においては英語運用能力向上をほぼ唯一の目標とする 

傾向が強まりつつある。言語や文化の多様性に関する教育と英語能力向上。相反する 

ようなこの二つの課題に我々はどのように取り組めば良いのであろうか。 

この問いに対する答えの一つと考えられるのが「言語と文化への多元的アプローチ」 

である。この方法論は、いくつかの言語や文化を同時に含む教育活動を指し、 

ヨーロッパ共通参照枠で推奨される複言語・複文化能力を発達させると言われている。 

本報告では、日本の外国語教育の文脈における多元的アプローチの教材、授業実践、 

期待される効果などを具体例に基づきながら紹介する。 
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言語文化教育学会設立趣意書 
 大学における言語教育は、言語学や文学などの専門家の手に委ねられている場合が多い。
言語教育そのものを直接の専門とはしない人々が教育の効果をあげるために工夫を重ね、
努力してきた。その経験を言語教育の専門家も交えて分かち合い、相互啓発の場を設けた
い。同時に、今後言語教育に携わる者への研修を兼ねることで、教員養成改革へ一石を投
じることも目的とし、言語文化教育学会（以下、本学会）を設立する。 
 言語教育は分析的であると同時に総合的な性格をもつ。したがって、学問分野がより専
門化し、細分化と深化による分岐が進む時代に、本学会は言語教育という共通の基盤に立
ち、教える言語の差異を超えて、異なる分野の専門家に討論と相互啓発の場を提供する。 
 本学会は、学際的であるだけでなく、「職際的」な性格をもつ開かれた学会を志向する。
したがって、言語教育に携わっている人の他に、学習者や社会人も含め、言語教育に関心
のあるすべての人に参加を呼びかける。 
 本学会は、講演会や討論会を開催することによって、専門や立場を異にする参加者が自
由に言語教育の諸相を論じ、言語教育への認識を深めることを主な活動とする。内容とし
ては、言語教育における言語と文化の関係を中心に、言語と心理、言語と社会、言語とコ
ミュニケーション、言語と情報などを論じる。 
 本学会の前身である「早稲田大学言語教育研究会」は 1996 年より、言語の違いを越え
た言語教育者間の知識の共有を目的として、国内外の研究者による講演会を企画・運営し
てきた。同研究会はその理念を引き継ぐ本学会の設立とともに、発展的に解消する。 
《学会理事》 

一森 俊明  （東京大学・元日本航空：フランス語・言語学） 
浮田 三郎  （広島大学名誉教授：ギリシャ語・言語学） 
岡田 浩平  （早稲田大学名誉教授：ドイツ語・ドイツ文学） 
川口 義一  （早稲田大学名誉教授：日本語・言語教育） 
河住 有希子  （日本工業大学：日本語・言語教育） 
佐藤 巨巨呂  （大学書林国際語学センター） 
志野 文乃  （早稲田大学大学院生：英語・英語教育） 
Snowden, Paul  （杏林大学：英語・比較言語学） 
徳永 美暁  （元昭和女子大学教授：日本語・言語学） 
中井 基博  （東京国際大学：英語・英語教育） 
中野 美知子  （早稲田大学名誉教授：英語・英語教育） 
生井 健一  （早稲田大学：英語・言語学） 
深田 嘉昭  （元武蔵野大学他：日本語・言語教育）事務局 
福田 育弘  （早稲田大学：フランス語・フランス文学） 
藤村 泰司  （元国際大学教授：日本語・日本語学） 
Berendt, Erich  （清泉女子大学名誉教授：英語・社会言語学） 
村上 公一  （早稲田大学：中国語・中国語教育学） 
村田 久美子  （早稲田大学：英語・異文化コミュニケーション） 
本橋 幸康  （埼玉大学：国語・国語教育） 
矢野 安剛  （早稲田大学名誉教授：英語・応用言語学） 

〈50 音順〉 
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言語文化教育学会 
(The Japan Association of Teaching Language and Culture) 

会則 
第１条：（名称） 
 本会の名称は言語文化教育学会(JATLaC: The Japan Association of Teaching 
Language and Culture)とする。以下、本会と記す。 
第２条：（目的） 
 本会は、わが国における言語文化教育の発展と向上に資するための調査・研究を目的と
する。 
第３条：（事業） 
 本会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

1. 大会、その他研究集会の開催 
2. ニューズレターおよび学会誌の発行、ホームページの運営 
3. その他本会の目的を達成するための事業 

第４条：（会員） 
 本会の会員は年齢、職業、身分、性別の一切を問わず、第２条の目的に関心をもつ者で
構成され、正会員、学生会員、賛助会員からなる。 

1. 正会員 
2. 学生会員 
3. 賛助会員 

第５条：（会費・会計） 
 会員は会費を納入するものとする。会費の額は理事会が提案し、会員総会において審議、
決定する。 
 会計年度は毎年４月１日から翌年３月 31日までとする。 
 予算案および収支決算書は、会計監査担当の理事が監査し、総会で承認を得る。 
第６条：（役員） 
 本会に会長１名、理事を若干名置く。 
  1. 理事は会員より選出されるものとする。任期は 3年とし、再任を妨げない。 

2. 会長は理事の互選により選出され、会務を統括し、本会を代表する。 
3. 本学会は名誉会長を置くことができる。名誉会長は理事会が認めたときに理事会の
議決を経て選出される。 

第７条：（総会・理事会） 
 本会に総会、理事会を置く。 
 総会は、正会員、学生会員をもって組織し、原則として年 1回、会長が招集する。総会
は、本会の議決機関として本会の事業および運営に関する重要事項を審議決定する。また、
理事会は必要に応じて臨時総会を開催することができる。 
 理事会は、会長および理事をもって組織し、第３条に定める事業ならびに収支予算およ
び収支決算に責任を負い、執行の任に当たる。 
第８条：（事務局） 
 本会は、事務局を早稲田大学内に置く。 
第９条：（改正） 
 会則は、総会出席者の３分の２以上の同意を得て改正することができる。 
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付則：この会則は、2001 年 10 月 27 日の本会第１回大会の総会において制定し、その日
より発効する。 

 

 

言語文化教育学会のご案内 

 
 当学会は 2001 年 10 月 27 日の会員総会において、正式に発足いたしました。 
 本学会の特徴として、第１は、日本語であれ、英語であれ、フランス語であれ、中国語
であれ、教え、学ぶ言語文化の種類を問わず、言語教育・学習に携わる者、あるいは関心
をもつ者が集まって相互に啓蒙しあい、意識を高め、言語教育の改善に向けて発言してい
くという「横断性」。第２は、文学、言語学、社会学など様々な分野の専門家がそれぞれの
立場から意見を出しあい、議論し、学びあう「学際性」。第３は、学生とか、主婦とか、退
職者とかの身分や教員とか企業人とか自由業者などの職種を問わない集団が様々な、異な
る立場から言語教育を語りあう「職際性」。最後に、人種・民族や障害の有無を越えて、手
話や点字や自閉症者のコミュニケーション補助言語など、障害者のコミュニケーション補
助なども含めた言語教育を語っていく「異際性」が挙げられます。 
 本学会は、言語文化教育に関心をもつ人々が異なる立場から異なる意見をもちより、自
由に議論し、言語文化教育に対する意識を高めあい、啓発しあい、後進の指導にあたるこ
とを目指しております。 
 言語文化教育にご興味をお持ちの多くのかたのご参加をお待ちしております。 

言語文化教育学会 会長 矢野 安剛 
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言語文化教育学会入会案内 
 本学会は言語教育に携わっている方だけでなく、社会人や学習者など、言語教育に関心
を持つすべての人に参加を呼びかけております。したがいまして、本学会には、本学会の
趣旨に賛同なさる方でしたら、どなたでも入会いただけます。 
 入会を御希望の方は、入会申込書、会員登録用紙に必要事項を御記入のうえご提出くだ
さい。なお、本学会の連絡は、原則として電子メールでいたしますので、メールアドレス
の御記入をお忘れなく。また、会費は、原則として学会の口座へ振り込んでいただきます
（申し訳ありませんが、手数料は個人負担とさせていただきます）。 
 

〔会費〕 正会員 ：5000 円 
学生会員：3000 円 
賛助会員：20000 円 

《学会預金口座》：三菱東京UFJ 銀行 江戸川橋支店 
            普通預金 1017574 言語文化教育学会 
 
提出先住所（郵送の場合）：〒169-8050 東京都新宿区西早稲田 1-6-1 
       早稲田大学教育総合学術院 福田育弘研究室内 言語文化教育学会事務局 
 
提出先（スキャナー取り込みファイル添付の場合）jatlac@gol.com 
 
・ 入会関係書類発送、送金の際には、事務局宛、メールで必ずご連絡ください。	
・ 入会は入会申込用紙、会員登録用紙の提出、および会費の納入をもって完了するものとい
たします。折り返し事務局より手続き完了のご連絡をいたします。	

・ 振り込みの明細書をもって、領収書とさせていただきますが、学会発行の領収書が必要な
方は事務局までお申し出ください。	

・ 学生会員の入会申込、更新にあたっては、学生証のコピーなど学生であることが確認でき
る書類を提出していただきます。学籍を確認できない場合は、正会員扱いとなりますので、

ご了承ください。	

問い合わせ先：言語文化教育学会事務局（jatlac@gol.com） 
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〔学会より〕 
・ 学会誌のオンライン版がご覧いただけます。 
 学会誌のオンライン版を、学会ホームページに掲載いたします。ご参照ください。 

《オンライン版》ISSN 2186-6201 

(URL: http://www.waseda.jp/assoc-JATLaC/index.htm) 

 
・ 2019 年大会は、以下の要領で開催いたします。 
Ø 前期大会 

² 日時：2019 年 7月 6日土曜日午後 1時～6時 
² 場所：早稲田大学早稲田キャンパス（詳細は決定次第、HPに掲載します） 
² 内容：「論理的コミュニケーション能力の育成」について、中等教育の実践者
を中心にシンポジウムを行います。 

Ø 後期大会 
² 日時：2019 年 11 月 9日土曜日午前 10時～午後 16時 

l 午前：個人発表 
l 午後：基調講演＆質疑応答 

講師：松坂ヒロシ氏 
² 場所：早稲田大学早稲田キャンパス（詳細は決定次第、HPに掲載します） 

 
・ 2019 年 6 月より以下の要領で 2019 年度後期大会個人発表の受付をいたします。 
・  

² 本年度より、発表者の方に予稿集印刷に対する協力金をお支払いいただく
ことになりました。発表者には昼食をご用意いたします。ご了承ください。 
 

 言語文化教育学会大会個人発表 申し込み要領 
・ 発表者は本学会会員、もしくは会員の推薦を受けたものとする。発表者を推薦する
学会員は、その発表者にかわり、学会へ発表の申し込みを行い、発表当日は紹介者
として、その発表の司会進行を行う。 

・ 発表内容は、言語文化教育に関するもので、未発表の内容に限る。 
・ 発表、資料、発表概要とも、使用言語は日本語とする。 
・ 発表の時間は、質疑応答も含め一人 30分程度とする。 
・ 発表者は、協力金として一般:5000 円、学生 2000 円を支払うこととする。学会は、
発表者と理事の交流のため、昼食を用意する。 

・ 発表を希望するものは、8 月末までに 1000 字程度の発表概要と共に、事務局宛に
発表を申し込むこと。発表概要は、メールの添付書類で送付するものとする。提出
ファイルの形式は、ワード、テキスト、pdf ファイルのいずれかとする。 

・ 理事会は発表の内容を審査し、9月下旬までに事務局より採否を通知する 
・ 審査に通り、発表が決定した者は、10月下旬（期日は後日確定の上ご連絡します）
までに、予稿集原稿を事務局宛添付ファイルで送ること 
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・ 口頭発表を行った者は、学会誌および学会誌オンライン版向けに発表を報告する文
章（A4、4枚程度）を、翌年 1月末までに提出しなければならない。 

・ 予稿集、発表報告の体裁は、以下の通りとする。 

l 体裁：全角 40 字 40 行、MS 明朝 11 ポイント、英文の場合、Times、

12 ポイント（英語以外の外国語の例文等を掲載する場合は、この限りで

はないが、ポイントは 11 ポイントとする）上下 25 ミリ、左右 20 ミリ

ずつの余白を取ること。＊ページ番号は入れないこと。 

l 白黒に限る（カラーの原稿でも、白黒で印刷いたします。） 

l 原則として、マイクロソフトワードの doc もしくは docx ファイルと、

pdf.ファイルの両方で提出 
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・ 学会誌第 14 号論文募集 
 以下の要領で、学会誌の論文を公募致します。多数の方のご応募をお待ち致してお
ります。 

² 論文を応募する者は、言語文化教育学会の会員であること。 
² 論文の内容は、言語教育に関するものであること。 
² 未発表のものに限る。 
² 論文執筆の為の使用言語は、原則として日本語もしくは英語とする。 
² 論文の体裁は以下のように統一すること。 

（学会ホームページからテンプレートをダウンロードして作成すること） 

l 長さ：参考文献を含めて 15 枚以下 

l 体裁：全角 40 字 40 行、MS 明朝 11 ポイント、英文の場合、Times、

12 ポイント（英語以外の外国語の例文等を掲載する場合は、この限りで

はないが、ポイントは 11 ポイントとする）上下 25 ミリ、左右 20 ミリ

ずつの余白を取ること。＊ページ番号は入れないこと。 

l 白黒に限る 

l 原則として、マイクロソフトワードの doc もしくは docx ファイルと、

pdf.ファイルの両方で提出 

² 締め切り：2019 年 10 月末 
² 学会は、提出された論文に関して審査し、2019 年 12 月中に応募者に採否を
連絡する。 
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・当学会に対するご意見、ご要望等は、学会事務局宛 E-mail でお知らせください。 

・学会企画に関するお問い合わせも、事務局まで、E-mail にてお願いいたします。 

 

言語文化教育学会事務局 

〒169-8050 東京都新宿区西早稲田 1-6-1 

早稲田大学教育総合学術院 福田育弘研究室内 

E-mail：jatlac@gol.com 

ホームページ：http://www.waseda.jp/assoc-JATLaC/ 
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	3喜田論文20190205_喜田都_JSL児童が「在籍クラスの授業に参加できる」ための支援とは −学級担任の視点から　5年生理科を例に− 
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